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はしがき
1936年に指定された吉野熊野国立公園は，奈良県，三重県，和歌山県の
３県にまたがる紀伊半島の背骨をなす山岳地帯に位置し，北部の山岳部と
南部の海岸部とその中間の渓谷部からなっている。中間部の渓谷は，北山
川が流れ，北山峡十里，一名奥瀞として知られ，また静寂太古の如き瀞八
丁，さらに熊野灘にいたる熊野渓谷の九里峡など優れた自然と景観で知ら
れている。
北山川流域では明治以来，原生林の乱伐に反対する自然保護運動が，地
元民と史蹟名勝天然記念物保存協会によっておこなわれた。この地域は，
自然保護意識の強い地方であった（1）。
北山川の峡谷は，自然豊かにして優れた景観地であったが，渓谷と水量
を利用して，古くから水力電源開発計画の対象となってきた。
すでに大正期から水力電源開発計画が提起されてきた。住民は，国立公
園制度に着目し，地域を国立公園に指定して，景観と自然を守ろうと電源
開発計画に反対してきた。
昭和初期から再び北山川流域に電源開発計画が提起された。地域住民と
国立公園協会や史蹟名勝天然記念物保存協会は，自然保護の見地から北山
川電源開発計画反対の運動を，国立公園制定運動の一環として展開したが，
計画は決定されてしまった。さいわい戦争のため計画は中止された。
戦後，黒部峡谷，尾瀬ヶ原，上高地と並んでわが国の４大電源開発計画
問題の一つとして話題になった熊野川・北山川電源開発計画案は，敗戦直
後に初歩的に提起されて以来，1951年から本格的な計画として提起され
た。他のケースと違って，しかし北山峡の景観地を抱える北山川電源開発
計画問題は，住民の強力な反対運動に遭遇し，1955年頃までに何ら解決さ
れず，むしろ1957年から1963年にかけて激しい反対運動を招いた。しかし
北山川電源開発計画は，当初の計画を大幅に修正して，1963年末までにあ
る程度の自然，景観の保全を維持し，一定の地元補償を獲得して最終的妥
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
480
結をみた。
北山川電源開発計画問題は，本質的には，戦後後期に計画され，戦後後
期的性格を強くもったものであるが，本格的な解決にいたったのは，高度
成長期に入った時期であった。したがって，1951年から1957年の戦後後期
を扱う本章からみると，北山川電源開発計画の問題をここで扱うのは場違
いであり，ややイレギュラーの嫌いがあるが，ことの本質上，本章におい
て扱うことにした。
北山川電源開発計画問題は，これまで論じてきた他の戦後の問題と較べ
て著しい特徴をもっている。その特徴の第１は，問題解決が15年にも長く
かかったということ。第２に，長引いた理由でもあるが，開発計画の対象
区域が，行政的にも，地理的にも極めて複雑であり，地域の利害が複雑で
あったこと。すなわち，開発地域が，３県にまたがり，開発地点が２市３
町１村に分散し，また吉野熊野国立公園の内外にわかれ，開発地点および
北山川の上流･下流の地域間の利害が著しく錯綜していたこと。第３に，そ
の上，そこに居住する住民が実に多様な職業，利害をもっており，被害に
たいする補償問題が複雑化して，解決を遅らせたこと。第４に，電源開発
会社の計画案自体が実に多様に変化してきたこと。などであった。
それゆえにというべきか，北山川の電源開発計画反対運動は，他の地域
の電源開発計画反対運動があまり資料を残していないのと対照的に，おも
に地元新聞による多くの資料を残している。したがって北山川電源開発計
画反対運動は，反対運動のディテイルを十二分に伝えており，地域の自然
保護運動としてだけでなく，地域住民運動としても実に興味深いものがあ
る。
なお本論文は，私の研究方法論にしたがい，もっぱら実証的資料的なア
プローチに徹し，あるいは軽薄短小の悪風に抵抗して，また資料的な価値
をもたせたいという思いで，なるべく資料を多く引用することに努めた。
そのため量的に膨大になったことをご容赦いただきたい。
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１　戦後前期までの吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と
反対運動
（１）戦前の北山川電源開発計画問題
北山川と十津川を支流にもつ熊野川水系は，水量が豊かで，戦前からた
びたび水力発電開発計画にさらされてきた。
戦前までに十津川，北山川の上流に小さな水力発電所が数ヶ所建設され
ていた（1）。しかしこれらは，小規模だったのであまり問題にならなかった。
最初に大きな問題となったのは，大正初年に熊野川上流で計画された水
力発電所建設計画であった。しかし1916（大正５）年に吉野郡天川村と十
津川大塔村の両村民が反対し計画を中止させた（2）。
ついで北山川上流で，1917年に「大阪電気化工業」による奈良県下北山
村の大瀬にダムと発電所を建設する計画がもちあがった。下北山村では，
４人の交渉人を選んで会社側と交渉した。双方の意見は対立したが，翌年
に「大瀬に堰堤を築き，この堰堤から摺子まで延長約三千メートルの流筏
用隧道を掘削して発電と筏を流下さす方法」が講じられ，下北山村は妥協
した（3）。
しかし業者が宇治川電気会社に変更され，大瀬ダム計画は「堰堤の高さ
を当初の計画より嵩上げするということで，地元から猛反対があり，工事
は中断され，昭和５年の妥協まで放置された」（4）。その後，小さなダムが
建設された。
吉野の大台ケ原が1923（大正12）年に国立公園候補にノミネートされ，
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注
（１）拙著『国立公園成立史の研究』，法政大学出版局，2005年，第Ⅱ部第６章
第２節「吉野熊野国立公園」，あるいは拙稿「吉野熊野国立公園成立史―自
然保護と利用開発の確執を中心に―」，『経済志林』第71巻第４号，拙稿「自
然保護の砦としての国立公園―吉野熊野国立公園の指定運動を振り返る」，
『国立公園』誌，642号，2006年４月，を参照。
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原生林や原生植物を開発から保護する運動が，地元有志と史蹟名勝天然記
念物保存協会によっておこなわれた。1928（昭和３）年には，瀞八丁が名
勝天然記念物に指定され，開発から保護されることになった（5）。
　しかし1930年に，北山川の奥瀞に水力発電所計画がもちあがった。国立
公園協会は，この計画に反対を表明した（6）。
この計画は，名古屋市南海水電会社が「三重県牟婁郡神川村大字神ノ上
ヨリ同郡西山村大字小森ニ到ル北山川ニ於テ，三ヶ所ノ堰堤ヲ築キ水力発
電所ノ計画ヲ立テ」，「七里ノ大峡谷奥瀞」を破壊し「瀞八丁ノ美モ亦水量
激減」で消失させるというものであった（7）。
この計画にたいして，地元では筏組合が「猛然と反対した」（8）。筏組合
は，1931年１月に神川村村長に長文の反対陳情書を提出した。
その要点は，水電計画が「万一実現セバ河川ハ一大湖水ト化シ，為ニ吾
等ノ技術的生業ハ機械力ニ依リ蹂躙蚕食ノ惨ヲ示現」し，「父祖伝来ノ遺業
ヲ一朝ニシテ奪ワルニ至ランカ，地ニ耕土ナク，随テ副業生産ノ資源ナク
全然生存ノ保全失フモノニシテ吾等家族数百名ノ生命ヲ脅威シ去ル」ので，
「吾等同士ハ連署ノ上反対陳情上申仕リ候。」という悲痛な叫びであった（9）。
神川村長は，筏夫の失業対策で反対を乗り切ろうと画策し，筏組合は，
失業対策に期待をかけ，妥協的な方向にすすんだ（10）。
他方，この計画にたいしては，厚生省，国立公園協会，文部省，史蹟名
勝天然記念物保存協会などは，反対の立場を表明し，地元でも奈良，三重，
和歌山の３県，関係郡町村が，国立公園指定運動と関連して反対運動を展
開した（11）。
吉野熊野国立公園指定運動は，地元林業家の国立公園指定反対にあって
一時頓挫したが，1935年に国立公園指定がほぼ確実になった。しかし水力
発電所建設問題では決着がつかず，逓信省は，計画の実行を主張し，国立
公園行政当局と国立公園協会は反対を主張して譲らなかった（12）。
結局，1936年に吉野熊野国立公園は指定されたが，激しい反対運動にも
かかわらず，北山川水力発電所建設の具体的な計画は，国立公園委員会に
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おいて後に決めるという曖昧な決定のままに，水力発電所建設と国立公園
内の自然保護を両立させるという当時の「アルプス方式」という妥協方式
で処理された（13）。
しかしこの北山川電源開発計画は，ダムや発電所の建設現場が著しく曲
折していて建設に技術的困難があったこと，コスト増も予想され，かつ日
本の戦局が悪化したこともあって戦時下には実行されなかった。
この計画とは別に，1940年に石原産業が，七色，大沼，小森の３ヶ所に
ダムと発電所を建設する計画を提起した（14）。
この時は「北山村，新宮市が主となって猛反対の旗があがった。反対の
理由は，第一に瀞を中心とした風景が消えること，その二は年間三一万石
の筏と筏夫に与える損害の大なることである。」そして，北山川よりも十津
川，上河村の小鹿に計画変更を望む意見もあった（15）。
「この時の反対運動は猛烈で，陸続と東京に反対陳情団を送り込んでい
る。激励電文に，〈永久ニ名勝地ヲ保存シ，熊野聖地ヲ守護スルタメ各位ノ
死力ヲ尽サレンコトヲ懇願ス〉とある」（16）。
戦時下にこうした強力な反対運動がおこなわれたことに注目しておきた
い。しかも，国立公園協会が，強引かつ理不尽な電源開発計画案にたいし
大きな声で反対できなくなった戦時下にであった（17）。
北山川流域の住民は，確かに自分の直接的な経済利害に根拠をおいて反
対しただけでなく，北山峡の自然，景観を保護しようとする姿勢をしっか
りともっていた，ということに留意しておきたい。
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注
（１）戦前の北山川電源開発計画については，高嶋雅明「北山川発電計画と新日
本化学工業株式会社」，『紀州経済史文化史研究所紀要』第９号，1989年３
月，を参照。
（２）拙稿「吉野熊野国立公園成立史」，『経済志林』第71巻第４号，161頁。
（３）熊野市史編纂委員会『熊野市史』中巻，1963年，369－70頁。
（４）同上，370頁。
（５）拙稿「吉野熊野国立公園成立史」，『経済志林』第71巻第４号，165－６頁。
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（２）戦後前期の熊野川水系電源開発計画問題と反対運動
①　戦後前期の熊野川水系電源開発計画
敗戦・戦後復興という新たな経済状況のもとで，電力不足を確保するた
めに，これまで未開発に置かれていた熊野川・北山川両水系における電源
開発計画は，敗戦後すぐに復活した。計画案は，各方面から開発地点を重
複させながら提起された（1）。
第１の計画案は，戦前に国策的に設立された日本発送電によるもので，
1948年に十津川の風屋と北山川の新摺子にダムを建設するというもので
あった（2）。
第２の計画案は，1947年頃に和歌山県新宮市によって熊野川本流に小鹿
ダム（左岸は三重県紀宝町，右岸は和歌山県新宮市）と北山川に七色ダム
（左岸は三重県熊野市神川町神上，右岸は和歌山県北山村七色）を建設する
というものであった。
1947年にダム学の権威石井頴一郎博士は，熊野川下流の小鹿附近にダム
を建設する「熊野ダム」計画を提起したが，和歌山県新宮市は，その案を
もとに1947年に「小鹿ダム建設促進期成同盟準備会」を結成し，運動をお
（６）同上，168－９頁。
（７）同上，169頁。
（８）前掲『熊野市史』中巻，370頁。
（９）同上，370－２頁。
（10）同上，372頁。
（11）拙稿「吉野熊野国立公園成立史」を参照。
（12）同上，175－６頁。
（13）同上，175－６頁。
（14）前掲『熊野市史』中巻，372－３頁。
（15）同上，372－３頁。
（16）同上，373頁。
（17）戦後この反対運動について言及した新宮市在住の写真館主久保嘉弘の証
言がある。『紀南新聞』1962年４月18日のコラム参照。
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こなった（3）。
経済安定本部資源調査会が背景にあったこの計画の要点は，熊野川に小
鹿ダムと50万KWの発電所，さらに北山川に七色ダムと24万KWの発電所の
建設であった（4）。
小鹿ダム計画は日の目を見なかったが，七色ダム計画は，その後の熊野
川電源開発計画に取り入れられた。
第３の計画案は，1948年に新日本化学工業により，山北川と大又川の分
岐点の川瀬に高さ120メートル，幅500メートルのダム（右岸は和歌山県北
山村七色，左岸は三重県神川町神上）を建設するというものであった。川
瀬ダムは「大又川を貯水池として4500メートルの水路によって木本町に引
水し，太平洋海岸で発電し，化学肥料を生産するという計画」であった（5）。
その後，1950年５月に国土総合開発法が公布され，1951年12月に同法に
より，総合開発計画の地域指定をうけて，電源･林業・農産の資源開発を目
指す「吉野熊野総合開発計画案」として経済安定本部案がまとめられ，そ
の中で「熊野川電源開発計画」が提起された（6）。
1951年５月７日に政府の公益事業委員会は，O・C・I（アメリカ海外技
術調査団）に熊野川水力開発に関する調査，審議を委託契約し，乱立する
計画案の調整を試みた（7）。
その直後，1951年６月５日に公益事業委員会は，以下のような熊野川電
源開発計画３案を提出した（8）。
Ａ案―熊野川本流に小鹿，十津川に風屋，北山川に七色のダムを設けこ
れらを利用して小鹿，小原，大迫の三発電所を新設する。本案で
は北山川の水は大迫河岸に流域変更する。
Ａ案―Ａ案と同じだが，北山川七色ダムの水は流域変更せず，北山川に
流下して七色発電所を設ける。
Ｂ案―困難な小鹿ダムは設けず，熊野川本流の，本宮（新聞で新宮とあ
るのは誤植―引用者）十津川に桑畑，北山川に下滝のダム，新宮
（発電所の所在は未確認―引用者），椋呂，下滝に３発電所を建設
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
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風屋ダム
小原発電所
桑畑ダム
椋呂発電所
小鹿ダム
はダム
は発電所
注　筆者作成による。
小鹿発電所
下ノ滝ダムと発電所
七色ダム
川瀬ダム
新摺子ダム
大迫発電所
???
???
???
??? ???
図１　戦後前期の熊野川水系の電源開発計画諸案
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する。
1952年４月に入って，奈良，三重，和歌山の３県による吉野熊野総合開
発審議会が発足した。同審議会は，熊野川水系の電源開発について調査し，
審議した（9）。
1952年６月に，Ｏ・Ｃ・Ｉによる熊野川水力開発に関する報告書,勧告が
提出された（10）。
報告書は，これまでの計画案について詳細にプラス，マイナスを検討し，
最終的にＯ・Ｃ・Ｉ案として，北山川本流での開発を避け，熊野川支流の
十津川，北山川上流，支流で開発，いわゆる分流案を合理的な計画として
勧告した（11）。
前年６月に結成されていた熊野川総合開発期成同盟会は，1952年７月
に，Ｏ・Ｃ・Ｉ勧告案を吉野熊野総合開発計画の無視と批判し「熊野川本
流の減水」に絶対反対を主張した（12）。
公益事業委員会の本流案とＯ・Ｃ・Ｉの分流案は対立したが（13），そうし
た中で，1953年６月30日に，1952年に国策会社として設立された電源開発
会社は，分流案を採用して，開発事業活動を開始した（14）。
1954年７月14日，政府の電源開発調整審議会は，分水A・K案（A・Kと
は，発案者のイニシアルであった）と呼ばれる電源開発会社の計画にそっ
た吉野熊野総合開発計画案を承認した（15）。
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注
（１）Ｏ・Ｃ・Ｉ『日本政府公益事業委員会に対する〈Ｏ・Ｃ・Ｉ熊野川電源開
発調査報告書〉』，1952年６月，公益事業委員会，13頁。
以下Ｏ・Ｃ・Ｉ『熊野川電源開発調査報告書』と略す。Ｏ・Ｃ・Ｉとは，
アメリカ海外技術調査団（Overseas	Consultants	Inc.）の英語名のイニシア
ルである。
（２）熊野川町史編纂委員会『熊野川町史』，通史篇，2001年，289―90頁。
（３）前掲『熊野市史』中巻，375頁。
（４）同上，357頁。
（５）この計画については，前掲「北山川発電計画と新日本化学工業株式会社」，
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②　初期の熊野川水系電源開発計画への反対運動
　　―1948年〜54年６月頃―
1948年に新日本化学工業の川瀬ダム建設計画が提起されると，この計画
によって「村のほとんどが水没する」奈良県北山村は，1949年５月の村会
において「絶対反対を決議」した（1）。
この計画は，水没地域の強力な反対に加え，下流に計画中の小鹿ダムに
影響がでること，一営利事業の私的経営に問題があることなどの理由で，
和歌山県，新宮市，北山川流域各村の大きな反対があって中止に追い込ま
れた（2）。
1951年６月５日に，公益事業委員会による熊野川電源開発計画３案が提
起されたが，新宮市は，小鹿ダムの計画案を促進するため，1949年に「小
鹿ダム建設促進期成同盟準備会」を解散して，「熊野川開発総合計画連合
会」を結成し促進運動をすすめていた（3）。しかし1952年に，小鹿ダム建設
をめぐって，三重県紀宝町川丈の村民と和歌山県新宮市とが対立し，また
ダムによって水没する広大な地域の住民は，小鹿ダム建設に反対したため，
小鹿ダム建設計画は消滅した（4）。　
とくに1952年６月のO・C・I『報告書』は，小鹿ダム計画については，
に詳しい。
（６）前掲『自然保護行政のあゆみ』，108頁。
（７）前掲「北山川発電計画と新日本化学工業株式会社」は，戦後初期の熊野川
水系の電源開発計画についても，参照させていただいた。
（８）『紀南新聞』1951年６月７日，本宮町史編纂委員会『本宮町史』，近現代
史料編，2000年，850頁所収。
（９）前掲『本宮町史』，通史編，2004年，940頁。	
（10）前掲Ｏ・Ｃ・Ｉ『熊野川電源開発調査報告書』。
（11）同上，１頁。
（12）前掲『本宮町史』，近現代史料編，851頁。
（13）同上，853頁。
（14）同上，854頁。
（15）前掲『本宮町史』，通史編，940－１頁。
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水没される住居，道路が多いこと，工事，金融の困難性などを理由に除外
勧告したことも，小鹿ダム計画の消滅を決定的にした（5）。
1952年６月に，Ｏ・Ｃ・Ｉによる熊野川水力開発に関する報告書は，本
流案でなく分流案を勧告したため，和歌山県新宮市，「熊野川総合開発期成
同盟会」は，公益事業委員会の本流案（熊野川に小鹿ダムと北山川に七色
ダムの建設案）の立場に立って，分水によって北山川の水量が３分の１減
水するとして，Ｏ・Ｃ・Ｉの小鹿ダムと七色ダムをなくす分水案に絶対反
対の態度を示した（6）。
もっともこうしたダム計画にたいする反対運動は，必ずしも自然保護を
目的としたものではなく，伝統的な水争いと住民の生活基盤擁護の生活闘
争であった。
他方，中央でも熊野川のダム計画が注目されはじめた。
1951年６月に，この公益事業委員会の「熊野川電源開発案」が提起され
ると，設立まもない日本自然保護協会は，早くも1951年８月17日，９月19
日の協議会で，詳しい対応は明らかではないが，北山川の水力発電問題を
協議した（7）。
その後も日本自然保護協会は，1951年11月21日の評議員会で北山川の水
力発電問題を取り上げ「重要問題故可及的早い時期に公益事業委員会と当
局者の実際計画を聴取して善処することを決定した。」（8）
ちょうどその頃，国際自然保護連盟の会議に国立公園協会が招待された
が，代表を派遣できなかったので，日本自然保護協会は，1952年夏に開催
される国際会議へのレポート「日本における自然保護と水力発電」を国立
公園協会名義で作成して提出した。その報告は，つぎのように指摘してい
る（9）。
熊野川，北山川は吉野熊野国立公園の北部の山岳部と南部の海岸部を連
絡する渓谷部であって，全域に亘り水成岩からなり特に北山川は急湍，滝，
瀬，淵の変化極まりない渓谷美を展開しており，わが国で他に類例を見な
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い渓谷である。熊野川のダムが築造されれば，渓谷美は潰滅的な打撃をう
けるのであるが，前記の事業により実現性に乏しく北山川ダムが完成した
場合について考察すれば，北山川渓谷の景観上の主要部はダムより下流に
なるので堰堤式発電所により同一河川に放水すれば支障が少いのである
が，落差や工業立地の関係から大部分の水は流域を変更して使用されるの
で，問題は七色発電所に渓谷景観を害わないだけの水を落す否かにかかっ
ている。
日本自然保護協会は，以上のように指摘し，北山川電源開発計画にたい
して疑念を提起したが，多くのダム建設計画案が国立公園内に属していな
かったこともあって，必ずしも熊野川電源開発計画案に反対の意向を明確
に表明しなかった。
２　戦後後期の北山川電源開発計画分水Ａ・Ｋ案の提起と反対運動
（１）1954年の熊野川開発全体計画分水Ａ・Ｋ案の提起
1951年５月にＧＨＱの命令で日本発送電が解散させられて，９電力会社
が設立された。政府は，総合開発法を制定し，1951年10月に電源開発５カ
注
（１）木村博一編著『下北山村史』，1973年，410頁。
（２）前掲『熊野市史』中巻，375頁。詳しくは，前掲高嶋雅明「北山川発電計
画と新日本化学工業株式会社」を参照。
（３）前掲『熊野市史』中巻，373―５頁。
（４）前掲『熊野川町史』，289―90頁。
（５）前掲『新宮市史』，742頁。または，O・C・I「勧告」
（６）前掲『本宮町史』，近現代史料編，851―３頁。
（７）前掲『自然保護協会事業概況報告書』（第一輯），16頁。
（８）同上，26頁。
（９）同上，69頁。
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年計画を発表し，全国的に電源開発計画が立案されていった。　
1952年に設立された電源開発会社は，各地で電源開発計画を立案し，先
の経済安定本部案とO・C・I「勧告」案を引き継いで，北山川・熊野川一
帯の水力電源開発計画を担当し実施することになった（1）。
電源開発会社は，1953年６月に北山川にダム建設を避けて分流案を採用
し，1954年に「熊野川開発全体計画」いわゆる分水A・K案を立案してい
た。1954年７月に政府主管の電源開発調整審議会は，この分水A・K案を検
討審議し，大枠で承認した（2）。
この計画は，表１，図２に示したように，非常に多伎にわたっており，
後の計画にも絡んだ複雑なものであった。しかし第１次着工準備地点とし
て承認されたものは，景勝地の多い北山川本流をはずした地域で，図２で
示したように，第１に，奈良県にある十津川筋の芦
アシ
廼
ノ
瀬
セ
ダム，下流に十津
川第一発電所（7.5万KW），高さ76メートルの椋
ムク
呂
ロ
ダム，下流の和歌山県
内に十津川第二発電所（5.8万KW）の建設計画案であった。
第２に，北山川支流の東ノ川に坂本ダム，そして尾鷲第一発電所，北山
川上流と東ノ川の合流地点に大瀬ダム，その発電所，竜の子発電所（筆者
は場所を確認できなかった），北山川上流の前鬼口ダム，音枝発電所（同じ
く未確認）の建設計画案であった。
第３は，北山川本流にかかわるが，その支流神川の川口に設定と想われ
る神川ダム，竹原発電所，葛川の川口に設定と想われる葛川ダム，田戸発
電所，北又谷川の川口に設定と想われる木津呂ダム，竹筒発電所の建設で
あった（3）。
この熊野川開発全体計画分水A・K案の特徴は，熊野川水系のうち，熊野
川支流の十津川に，いわゆる北山川本流をはずした北山川上流，北山川支
流に，また北山川本流でもその支流にダムを建設することであった。
電源開発会社は，1956年３月に「熊野川開発全体計画」の具体的な調査
を開始した（4）。そして1954年７月に「熊野川開発全体計画」原案を若干修
正し，電源開発調整審議会の承認を受けた。この「熊野川開発全体計画」
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
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表１　電源開発会社の熊野川分水・ＡK案（1954年）
流域河川 ダムの位置 発電所の位置 出力
十津川 芦の瀬椋呂
十津川第一
十津川第二
5.6万KW
6.2万KW
北山川支流東の川
北山川支流東の川
北山川支流叉口川
北山川上流
北山川支流神川
北山川支流葛川
北山川支流北又谷川
大瀬
坂本
又口
前鬼口
神ノ上
葛川
神護
木津呂
竜の子
尾鷲第一
尾鷲第二
音枝
竹原
田戸
竹筒
4.1万KW
4.0万KW
8.8万KW
0.7万KW
1.2万KW
2.8万KW
1.2万KW
注　『電源開発30年史』，高嶋「北山川発電計画と日本化学工業株式会社」より作成。
図２　1954年熊野川電源開発分水A・K案の配置図
ダム
発電所
又口川
前鬼川
葛川
北又谷川
田戸ダム
芦の瀬ダム
椋呂ダム
十津川
第二発電所
十津川
第一発電所
木津呂ダム
神ノ上ダム
竹原
大瀬ダム
竹筒
発電所
前鬼口
ダム
坂本ダム
又口ダム
第一尾鷲
発電所 第二尾鷲
発電所
神川
???
???
???
???
???
???
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案は，1956年10月に，「吉野熊野特定地域開発計画」として閣議決定され
た（5）。
そして1957年12月には，電源開発会社は，さらにこの熊野川分水A・K案
を大幅に修正した計画案「熊野川開発全体計画」，いわゆる本流案を提起す
ることになる。
（２）1954年分水Ａ・Ｋ案への反対運動―1954〜57年６月―
戦後後期に入って1954年に電源開発会社は，戦後前期の計画案とは別
に，いわゆる分流A・K案と呼ばれる熊野川電源開発計画案を提起した。
一般的にみて，一方では，近畿のチベットといわれた紀伊半島奥地の山
岳地帯内の電源開発は，３行政県，開発地点の地元行政市町村にとって大
きな魅力であった。開発への期待が寄せられた。他方，開発地点の地元で，
ダム開発などで住居や生活地盤を失う多くの地元住民には認め難いもので
あり，またダム建設の下流地域住民にとっても，ダムによる下流水量減の
影響が心配され容易に賛成し難いものであった。
この計画では，殆んどのダムが，後に図５に示したように，吉野熊野国
立公園の中心地からはずれており，自然保護の観点からは問題が少なく，
奈良県内の前鬼口ダム，大瀬ダムの建設地点が，国立公園内に属していた
が，それほど景観地ではなかったこともあって，地元３県行政は，地域開
発に貢献するとして計画に原則的に賛成の立場をとり，補償などで地元の
仲介を引き受けた。
坂本ダム，前鬼口ダム，大瀬ダムのある奈良県では，当初水没させられ
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注
（１）電源開発会社編『電発30年史』，1984年，152頁。
（２）同上，226頁。
（３）同上，153－６頁，227頁。前掲「北山川発電計画と日本化学工業株式会
社」，90－１頁。
（４）前掲『下北山村史』，411頁。
（５）藤田佳久『奈良県史』第一巻，名著出版，1970年，639頁。
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る開発地点の村民を中心に猛烈な計画反対運動がおきたが，奈良県が仲介
に入り，補償問題も次第に解決して反対運動は沈静化していった（1）。
北山川上流にダムができれば，三重県と和歌山県を流れる北山川本流の
水量が減水するとして下流の三重県熊野市，和歌山県新宮市が分水反対を
表明し反対運動をおこなった。この問題は，おもに本質的に水の分割利問
題であり，国立公園内の自然保護問題から外れるので，ここでは立ち入ら
ないことにする。
1957年４月23日，日本自然保護協会の評議員会は，北山川の水力発電問
題を協議し，つぎのように報じた（2）。
吉野熊野国立公園北山川発電に関する件は，熊野川の十津川筋に高森堰
堤を作り，棕呂発電所（六万六千キロ）に送水する事により，本宮と棕呂
川間の流水がなくなり，プロペラ船の航行が不能になる。また北山川筋は
その支流東の川の大瀬堰堤により，大瀬貯水池（一億八百万立方米の貯水
量）を造り，これを流域変更して，尾鷲に落とし，六万一千キロの発電と
するので，これにより北山川本流の流量が減少し，瀞が土砂で埋没する懼
があり，プロペラ船の航行に支障が生ずる懼れがあるものである。両堰堤
ともに国立公園区域外に建設されるが，その影響により，公園内の水量が
景観上よりも，利用上よりも，不利をもたらすものである。電源開発会社
は，目下両工事共準備進捗中であるが，北山川ダムは問題が多いので，計
画を再検討中の由である。
これが対策として，十津川筋は渓谷景観も北山川筋より劣り，本宮へは
宮居からバスも通っているので，残念ながら見送る事とし，北山川筋に対
しては，最小限度，瀞の景観を維持し，土砂の埋没せぬように且つプロペ
ラ船が瀞迄航行し得るに必要程度の流量を，北山川に放出する事を陳情す
ることとした。
日本自然保護協会は，1954年分流案にたいして，直接国立公園内でダム
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建設，発電所建設をともなっていなかったとえはいえ，域外のダム建設が
北山川本流の流量減少によって，瀞が土砂で埋没することを愁い，少なく
とも瀞への観光船を可能にする流量の確保を陳情し，この計画に批判的な
姿勢を示した。しかし計画全体にたいしては，はっきりいって消極的な姿
勢をとっていたことは明らかである。
その後，日本自然保護協会は，熊野川電源開発計画問題にたいして明確
な態度を示さなかった。しかし1957年12月に電源開発会社は，すでにみた
ような熊野川分水A・K案を大きく変える修正計画案を提起したので事態は
一変することになる。
３　1957年北山川電源開発計画本流案と反対運動　
（１）1957年北山川電源開発計画本流案の提起と地域開発の問題
1957年の北山川電源開発計画本流案の提起
電源開発会社は，戦後の経済復興を前にして急増する電力需要，とくに
関西圏の電力需要に応えるべく，1954年熊野川電源開発計画分水A・K案を
再検討して，分水案を大幅に修正し，北山川本流での電源開発計画を含む，
大々的かつ本格的な熊野川電源開発計画をたて，1957年７月に電源開発調
整審議会に提起し，おおよその承認をえた（1）。
この1957年７月熊野川電源開発計画案は，北山川電源開発計画本流案と
も呼ばれ，電源開発会社による北山川電源開発計画の原案となり，以後幾
たびか修正変更されていくことになる。
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注
（１）鈴木良他『奈良県の百年』，山川出版社，1985年，271頁。
（２）前掲『電発30年史』，226頁。
（３）前掲『下北山村史』，411頁。
（４）同上，411頁。
（５）同上，412頁。
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さてこの北山川電源開発計画本流案は，表２，図３に示したように，第
１に，十津川水系については分水A･K案を基本的に引き継いだ。第２に，
分水A･K案の北山川上流，支流については，坂本ダムを維持し，大瀬ダム，
前鬼口ダム計画案をやめて，北山川上流に白川ダム，河合発電所，を建設
する計画とした。
第３に，北山川本流については，大瀬ダムをやめて北山川本流と東ノ川
との合流点に大々的に池原ダムと池原発電所を建設し，七色周辺に七色ダ
ムと七色発電所，さらにその下流に奥瀞ダムと奥瀞発電所を建設するもの
であり，池原発電所は夜間に七色ダムから揚水発電を予定していた。
第４に，三重県東部の分水A･K案の又口ダム計画を引き継ぎ，又口川の
クチスボダムとして，近くの尾鷲第二発電所を建設するというものであっ
た（2）。
1957年熊野川電源開発計画原案は，さきの分水A・K案にくらべて，320
表２　電源開発会社「熊野川開発全体計画」案の指標
（1957年７月）
　十津川 関連発電所
風屋ダム
二津野ダム
ダムの高さ（100ｍ）
重力式ダム
ダムの高さ（71ｍ）
アーチ式ダム
十津川第一発電所
（7.5万KW）
十津川第二発電所
（5.8万KW）
　北山川上流 関連発電所
河合ダム
坂本ダム
クチスボダム
ダムの高さ（117ｍ）
アーチ式ダム
ダムの高さ（103ｍ）
アーチ式ダム
ダムの高さ（？）
重力式ダム
河合発電所
（8000KW）
尾鷲第一発電所
（４万KW）
尾鷲第二発電所
（2.5万KW）
　北山川本流 関連発電所
池原ダム
七色ダム
奥瀞ダム
ダムの高さ（117ｍ）
アーチ式ダム
ダムの高さ（65ｍ）
重力式ダム
ダムの高さ（86ｍ）
重力式ダム
池原発電所
（17万KW）
七色発電所
（７万KW）
奥瀞発電所
（７万KW）
注　電源開発会社『熊野川電源開発の概要』，1960年，『田村剛文庫』所蔵，
３―８頁から作成。
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億円から441億円へと，約１・５倍に工費が増加し，分水A・K案の約２・
３倍，45万3000KWの電力がえられるということであった。そのかわり奈
良県関係だけでも，水没家屋は，分水A・K案の157戸に対して，289戸（上
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注　電源開発会社『熊野川電源開発の概要』，1960年，８頁から引用。
図３　1957年熊野川電源開発計画のいわゆる本流案の図
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北山村226戸，下北山村63戸）と倍増するという大きな犠牲を伴うものも
のであった（3）。
電源開発会社は，電源開発調整審議会の承認をえたこの1957年「熊野川
開発全体計画」案を，1957年７月以降，実行に移すべく努力を重ねていく
ことになる（4）。
北山川電源開発計画案の問題点
しかしこの計画は，すぐには実行に移されなかった。それは，北山川電
源開発計画本流にたいする反対運動が，多面的に起きてきたからであった。
その反対運動の第１の側面は，これまで回避してきた吉野熊野国立公園
内に二つの電源開発計画を設定したため，国宝的な瀞峡を守れと２計画に
反対する運動であった。第２の側面は，行政当局と住民が，開発メリット
に期待して２電源開発計画を事実上黙認して，電源開発会社にたいして厳
しい補償要求を突きつける運動であった。
これらの運動は，計画の実行を阻害し，電源開発会社は，計画案を度々
修正し，その都度また紛争を激化させていった。
こうした長期かつ執拗で複雑な性格をもった反対運動は，これまでみて
きた国立公園内の電源開発運動にはまったくみられなかった独特なもので
あった。ここで北山川電源開発計画反対運動が抱えた複雑な構造を簡単に
分析しておきたい。
まず問題なのは開発地点の地政的な複雑さである。
表３　北山川２電源開発計画地点の地政区分
七色ダム開発地点 左岸＝三重県熊野市神川町
右岸＝和歌山県の飛地・北山村
奥瀞ダム開発地点 左岸＝三重県紀和町
右岸＝奈良県十津川村
右岸＝和歌山県の飛地・熊野川町
小森ダム開発地点
（奥瀞ダム移転先）
左岸＝三重県紀和町
右岸＝和歌山県の飛地・北山村
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北山川電源開発計画本流案は，表３に示したように，３県２市２町１村
の自治体の地域に分散していた。さらに北山川本流の左岸の熊野市は，神
川町だけでなく，熊野市全体として開発に大きく利害をもっていた。北山
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
上北山村
県境
県内市町村境
ダム＝奥瀞ダム
ダム＝七色ダム
ダム＝小森ダム
下北山村
和歌山県
北山村
十津川村
北山川奈良県
三重県
尾鷲市
熊野市
御浜町
紀宝町
新宮市
紀和町
飛地
熊野川町
熊野川
3
2
1
2
3
1
???
????
???
????
???
図４　北山川電源開発計画地区の行政区分
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川の川下，熊野川右岸の和歌山県新宮市も開発に大きく利害関係を取り結
んでいた。それぞれの自治体が自己主張すれば事態は容易にはまとまらな
かった。
ついで電源開発は，開発地点のある自治体に事業税，水利権利用料を落
すという直接的メリットを生む。開発地点の変更でそれらの利益が喪失す
ることもおこる。奥瀞ダムの小森への移転は，右岸の奈良県十津川村と和
歌山県の飛地・熊野川町から，その利益を奪うことになった。両自治体が，
移転に反対することになる。
また電源開発は，工事のための道路を建設し，観光道路の整備，新設を
もたらし，地域内の道路･交通インフラを整備し，また地域内の雇用と建設
資材などの需要を創出し，地域経済に大きな利益を与える。地元自治体は，
開発によって大きな利益をえることができる。
その逆に北山川本流の電源開発計画は，地域，住民に大きな被害，マイ
ナスを与えることになる。直接的な被害では，電源開発によって国宝的か
つ学術的文化的価値ある自然，景観が，永久的に消滅し，自然生態系が劣
化し，観光資源が破壊される。
さらに電源開発は，開発地点でダムにより居住地を水没させ，直接住民
に被害を与え，またダム設置による著しい水量の減少，電源工事による河
川の汚染，汚濁を発生させる。
これらの被害も流域住民の職業によって異なる。北山川の減水，汚染，
汚濁は，河川漁業，流域住民の飲料，農業用水，工業用水に大きな被害を
与える。とくに河川の流量減水は，北山峡観光船，また名高い吉野林業が
生み出す材木輸送の筏業を破壊する。さら河川の流量減水は，河口周辺の
自然環境を変造し，川下の周辺地域の漁港や漁業に悪影響を与える。
そのために住民，業界による電源開発会社への個人補償問題が生じる。
また地域自治体による電源開発会社にたいする公的補償要求の問題が生れ
る。
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２電源開発計画の開発地点は，吉野熊野国立公園の中核的存在である北
山川本流にある。この２電源開発計画は，国立公園によって保護されるべ
き原生的自然，景観を破壊するという問題を生じさせる。
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
図５　国立公園と熊野川水系電源開発計画本流案の関係
注　「北山川電源開発関係資料」，『田村剛文庫』所蔵。
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吉野熊野国立公園は，もっぱら住民の努力によって戦前から吉野熊野の
自然，景観を保護するために制定されたという歴史的な事情があった。吉
野熊野国立公園に関心をもつ地域住民は，２電源開発計画への反対運動を
おこなうことになる。
こうして熊野川・北山川流域の自治体あるいは住民は，２電源開発計画
に疑問をいだき，強力にしてねばり強い反対運動を展開し，２電源開発計
画の実行を阻止し，解決を著しく遅らせることになった。
この電源開発会社の北山川電源開発計画案は，実行段階にいたるために
は，幾つかのハードルを越えなければならなかった。
電源開発会社の熊野川電源開発計画は，1957年７月に政府の所轄する電
源開発調整審議会で審議され，承認された。従来の他の地域の電源開発計
であれば，そうした政府による承認によって反対運動は終了してしまうの
であるが，北山川電源開発計の場合は根本的に違っていた。
第１に，計画が国立公園内の存在する場合には，国立公園法の自然保護
精神にのっとって自然公園審議会により審議されて承認をえなければなら
なかった。
第２に，第１に絡んでいるが，電源開発会社は，計画案について，地方
自治体，あるいは地域住民の了解をえられなければならなかった。これは，
水利権をえるために，県行政，市町村自治体，あるいは曖昧であるが一般
住民の了承を必要としたからであった。
一般的にいえば，北山川本流の奥瀞ダム，七色ダム開発計画以外の戦後
の開発計画は，1960年頃までにほぼそれぞれの機関で否定されたり，承認
されていった。
自然公園審議会は，国立公園外の北山川支流東ノ川の坂本ダム，北山川
上流の白川ダム，十津川の２ダムは管理外の問題とし，さらに国立公園内
にあるが，風景上それほど重要ではないとして，北山川本流の池原ダムに
ついては，建設を認めた（5）。
しかし北山川本流の奥瀞ダムと七色ダムの開発計画案は，国立公園内に
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あるため自然，景観破壊を厳しく規制されているはずなので，地域の利害
の多様性とからんで容易に承認されなかったのである。
厚生省，電源開発調整審議会，地元自治体は，日本自然保護協会および
地元住民が北山川峡の２ダム建設計画に強力に反対運動したため，その計
画案を容易に認めらることができなかった。
しかし日本自然保護協会と自然公園審議会は，電源開発会社の強行方針
を抑えることができず，地元の反対運動にもかかわらず電気業界の圧力に
屈して，1961年12月に北山川峡の２ダム建設を条件付きで認めることにな
る。
（２）　北山川２電源開発計画にたいする日本自然保護協会の反対運動
　　　　―1957年７月〜61年12月まで―
1957年７月─59年12月の反対運動	
1957年７月に電源開発会社により提起された北山川２電源開発計画案
は，1961年12月の自然公園審議会によって承認されるまで，約３年７ヶ月
を要した。その間，地元の反応をみながら，厚生省，日本自然保護協会，
自然公園審議会，電源開発調整審議会は，北山川電源開発計画本流案にた
いしてさまざまな動きみせてきた。
日本自然保護協会は，1954年の分水Ａ･Ｋ案が提出された際には，電源
開発地点が国立公園内から外れていた関係で，北山川の景観，明勝地への
流水減少を憂慮したが，尾瀬ヶ原，上高地などの電源開発計画にたいする
ように，明確に絶対反対の姿勢を示さなかった（1）。
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
注
（１）前掲『電発30年史』，227頁。前掲『下北山村史』，412頁。
（２）前掲『電発30年史』，226－８頁。前掲『下北山村史』，411頁。
（３）前掲『下北山村史』，412頁。
（４）同上，412頁。
（５）前掲『電発30年史』，227頁。
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しかし1957年７月に熊野川電源開発計画本流案で，国立公園内の北山川
本流の奥瀞ダムと七色ダムとそこに併設される発電所の建設計画が明確に
提示されると，日本自然保護協会は，その計画に反対を表明した。
もはや戦後ではなくなった1957年には，社会では黒部第四発電所建設計
画の礼賛にみられるように，電源開発への無批判的な賛意が支配し，自然
保護意識の急速な停滞が進行していた（2）。しかし北山川電源開発計画本流
案は，吉野熊野国立公園の中核的な存在である北山川峡を直撃する開発で
あり，厚生省，日本自然保護協会にとっても，地元住民にとっても決して
容認できない大問題となった。
日本自然保護協会の歴史を綴った『自然保護のあゆみ』は，つぎのよう
に指摘している（3）。
尾瀬ケ原，黒部川の電源開発とともに，国立公園の生命線を脅かす三大
難問題のひとつとされていたのが熊野川水系の北山川本流の発電計画であ
った。この北山川発電計画に関しても，協会は発足当時から問題としてい
たのだが，計画自体の基本方針が固まっていなかったため，本格的に取り
組み始めるのは昭和三十三年（一九五八）に入ってからだった。
日本自然保護協会は，1958年１月９日に，交詢社で日本電気協会の肝煎
りで電気業界と座談会をおこなった。日本電気協会から大御所松永安左衛
門，大石専務理事，田沢常務理事，電源開発会社から副総裁新藤武左衛門，
電気技術の権威内海清温，久保田豊，風景協会から田村剛，本田正次，有
光次郎，林謙一の諸氏が出席していた。
この座談会において，北山川発電計画問題は，つぎのように扱われたと
報告されている（4）。
双方忌憚のない意見の交換を行なったが，司会者としての松永氏の挨拶
は風景保護につきよき理解を示しさし迫っていると見えた瀞八丁の案件な
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どについても，十分双方の話し合いを遂げ，輿論にききしかも容易に妥結
を見ないような場合にはこれを一応後廻わしにせよといったような極めて
穏健な主張は，風景側に好感をもたれたようである。なおこの種の会合は
回を重ねて度々行なわれるよう双方から希望が提出され，なごやかな空気
のうちに会を閉じた。
この座談会では，黒部第四発電所建設計画がすでに1956年に条件付で承
認され，尾瀬ヶ原電源開発は1956年に計画が一応中止状態になっている段
階で，田村剛ら日本自然保護協会は，電気業界から，北山川発電計画の妥
協的な解決を求められ，世論を聞いた上で話し合がまとまらない場合は問
題解決を先延ばしすることが要請された。田村剛は，すでに協調路線を取
ることを迫られていた。
事実，座談会直後の1958年１月23日に，日本自然保護協会は，評議員会
を開催し，北山川電源開発計画問題を協議したが，この評議員会では，「最
近現地を視察された田村理事長から，瀞八丁上流の観光放流の可能性と，
企業者側との妥協案とに対する意見を披露された」（5）と報告されている。
この報告で明らかなように，1958年１月の段階ですでに日本自然保護協
会の最高責任者である田村剛は，電気業界の圧力を受けて，評議員会にお
いて，北山川２電源開発計画に絶対反対せずに，ダム・発電所建設を前提
にする「観光放流の可能性」を提起し，「企業者側との妥協案」について話
し合っているのである。
ここでは，これまで上高地と尾瀬ヶ原の電源開発計画に示したような計
画絶対反対の姿勢はみられず，黒部第四発電所建設計画の場合と同じよう
に，初めから妥協的な姿勢が示されている。北山川２電源開発計画反対運
動の混乱と長期化は，日本自然保護協会のこの妥協的な曖昧な姿勢から発
していると指摘しなければならない。
1958年４月４日に開催された日本自然保護協会の評議員会では，「田村
剛理事長が，前年の現地調査と現存の段階における計画の概要を紹介し，
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瀞八丁や北山峡景勝に対する影響とその対策を説明した。」と報じられてい
る。田村剛は，明らかに計画にたいし絶対反対をせずに，計画を前提にし
た「瀞八丁や北山峡景勝に対する影響」について議論しているのである（6）。
1958年５月頃の日本自然保護協会と田村剛の北山川２電源開発計画に
たいする方針には，明らかに動揺した二つの傾向が読み取れる。
一つは，北山川２電源開発計画を基本的に認め，極力名勝地への影響を
軽減しようとする妥協的な姿勢であり，もう一つは，あくまで北山川電源
開発計画に反対して北山川峡を保護したいとする姿勢である。
前者については，すでにみたとおりである。
後者についていえば，『自然保護のあゆみ』によれば，日本自然保護協会
は，一応，北山川２電源開発計画にたいする反対の立場を確認し，1958年
５月21日，「北山川の水力開発に関する反対陳情」を公表したとある。しか
し陳情書の内容は，どこにも紹介されておらず，どのような反対論を主張
したのか明らかではない（7）。
その後日本自然保護協会は，1959年８月24日に，在京理事による理事会
を開催して，北山川２電源開発計画問題を協議し，電源開発会社から石田
理事以下７名を呼んで，厚生省国立公園部の出席のもとに，北山川２電源
開発計画の説明をうけている。この際にどのようなことが話し合われたか
明らかではない（8）。
しかし日本自然保護協会は，この時期に総勢14名で北山川現地調査をお
こない，現地の実状を視察し，地元の計画反対運動と計画促進運動をつぶ
さにみることになる。
こうして厚生省，日本自然保護協会は，北山川２電源開発計画絶対反対
の旗をかかげずに，北山峡の景観を極力保全する２計画の修正案を提起し，
それを自然公園審議会に反映させるような条件闘争に傾斜していった。
1960年―61年12月の反対運動	
1960年に入って，６月に財団法人化されることになっている日本自然保
護協会は，４月11日に，新たに設置された保護部会を開催し，北山川２発
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電源開発計画にたいする対策を協議し，５月20日に「北山峡保護に関する
陳情書」を作成し，６月11日に理事会で北山川問題を協議した。
1960年５月20日，日本自然保護協会で作成され公表された「北山峡の保
護に関する陳情」は以下のとおりである（9）。
北山峡の保護に関する陳情
吉野熊野国立公園の核心部であり，大峯山大台原山地部と熊野海岸とを
結ぶ紐帯である北山川はわが国に遺された唯一の大渓谷であって，本会が
尾瀬沼，黒部峡谷と共に発電計画によって脅やかされている三大懸案とし
て夙
ツトニ
に重要視し，再三本会役員による実地踏査も行われ，これが対策につ
き協議し，その都度開係当局に対して意見を具申し来ったところである。
ところで最近いよいよ電源開発株式会社に於てその実施計画を立案せられ
たが，それによると瀞八丁以奥の深淵（瀞）と急湍激流を以て知られる峡
谷部は，河合から上瀞に至る70kmの区間が悉くダム建設により湛水され，
その急流の景観を全く喪失するものであって，これは下記の理由により吉
野熊野国立公園設定の意義を没却するものであって，本会は特に15名より
なる特別委員会を召集し，慎重検討の結果，本計画中奥瀞ダムの建設を中
止する等により，本邦に遺された唯一最大の渓谷景観を保存されるよう措
置するを妥当と認めたので，本会理事会の議に由ってその旨関係当局に対
して陳情する次第であります。
何卒本会の意のあるところを諒とせられ，善処されるよう要望するもの
であります。
　　　　　昭和35年5月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本自然保護協会
１　吉野熊野国立公園は景観上吉野山地と北山渓谷と，熊野海岸の三大地
域よりなれり，特に北山渓谷はこの公園を特色づける最も重要を景観
であって，これを失うことは，わが国に遺された唯一ともいうべき渓
谷景観を永遠に葬ることとなると共に，吉野熊野国立公園の紐帯を断
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ち，山地部と海岸部とを弧立せしめる結果とをなり，本公園設定の意
義にも影響する重大問題である。
２　北山川は全川を通じて渓谷状の河川であるが，瀞八丁を境として下流
は峡谷状河川の景観を呈し，上流は完全な峡谷であって曲折蛇行する
峡谷としての特徴をよく発揮し，その急傾斜の河底のために，急湍激
流真に壮絶を極める大景観である。しかも古来筏によるもののほか，
一般には利用されなかった秘境であったが，これは道路の開さく等に
より当然世に出さるべき国家の至宝である。
３　北山川の渓谷は全川を通じて景勝の連続であるが，その上流部は既に
水力発電工事により犠牲となり，池原ダム上流部の発電計画上貯水池
となるべき部分は，電力開発上最も重要であると認められると共に，
景観上ではさほど優れていないので，これはその破壊を忍ぶことも出
来る。
　　　然るに計画に係る中流部の七色ダムと下流部奥瀞ダムの上流は，真
に北山川景観の核心であって，本会が最大の関心を寄せ，これが保全
を特に要望するところである。しかし発電計画の重要性に鑑み，百歩
を譲ってその下流部奥瀞ダムによって水没する部分，即ち七色滝，七
色瀞，相須淵，一ノ滝，ジゴ，オノトリ，黒淵，上滝，有蔵等の名勝，
並に大沼その他の部落の連続する部分の保護を全うすることに局限し
ようとするものである。
４　奥瀞ダムは調整池の用の為すもので，要はピーク時の発電に充当しよ
うとするものであるから，これに代るものとしては池原ダムの嵩上げ
によることもよく，或は大所高所よりすれば，黒部川，木曾川その他
によりピーク時の電力補給を仰ぐよう措置すべきである。
５　思うに北山川の発電は，吉野熊野国立公園の存立をも危うくするもの
であり，しかもわが国に遺された唯一の国宝的峡谷景観を永遠に亘っ
て水没し去ろうとするものであり，昨今の火主水従の革新期にある電
力事情にも鑑み，これを敢行しようとするのは甚だ遺憾とするところ
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である。
この陳情書をみれば，1960年５月の段階で，日本自然保護協会が北山川
２電源開発計画にたいしてどのような立場をとっていたかがわかる。その
要点をまとめてみよう。
第１に，一応は「本計画中奥瀞ダムの建設を中止」せよ主張している。
しかしこれは多分に建前的である。
第２に，日本自然保護協会は，分水案に賛成するのもやむなしとし，国
立公園内に属している北山川本流に建設される池原ダムと池原発電所につ
いては，「電力開発上最も重要であると認められると共に，景観上ではさほ
ど優れていないので，これはその破壊を忍ぶことも出来る。」として容認し
ていることである。
ここで日本自然保護協会は，大きな妥協をしているということである。
国立公園の使命からみれば，大きな後退であった。
第３に，日本自然保護協会は，北山川の七色ダムと奥瀞ダムの開発地点
は，「真に北山川景観の核心」であるから，「これが保全を特に要望する」
と指摘している。しかし奥瀞ダムについては「中止」を主張しているが，
七色ダムの建設に中止あるいは反対するとどこにも明記しおらず，事実上
七色ダム計画については黙認したと理解できる。
第４に，その代わり，日本自然保護協会は，「発電計画の重要性に鑑み，
百歩を譲ってその下流部奥瀞ダムによって水没する部分，即ち七色滝，七
色瀞，相須淵，一ノ滝，ジゴ，オノトリ，黒淵，上滝，有蔵等の名勝，並
に大沼その他の部落の連続する部分の保護を全うすることに局限」と指摘
するのである。
つまり，奥瀞ダムによって水没が予想されている自然，景観，小森地点
から奥瀞ダム地点の上流の景勝地，「一ノ滝，ジゴ，オノトリ，黒淵，上
滝，有蔵」と，七色ダム地点の下流の景勝地「七色滝，七色瀞，相須淵，
大沼」を「保護」せよというのである。後に掲載する図６を参照されたい。
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こうした言い方は，何を意味するかといえば，ここでは明言していない
が，奥瀞ダム計画を中止して，奥瀞の上流にダムを移転し，「奥瀞ダムによ
って水没する部分」の自然，景観を「保護」せよとうことである。また七
色ダムにつても，反対を主張せず，七色ダム周辺の自然，景観を「保護」
せよということである。
以上のように，1958年５月の「反対陳情」の基本的立場は，すでに指摘
したように1958年１月に示した田村らの意見にしたがった，計画への妥協
案，実は２ダム建設絶対反対というのではなく，第１に，奥瀞ダムの移転
による瀞峡の最景勝地，最景観部を保全しようということであり，第２に，
七色ダムについては，明確に反対も中止もせず，事実上承認したというこ
とを意味していた。事実，後に七色ダムについても，景観保護を目指して
500メートル上流移転案を提案するようになるのである。
追いつめられた日本自然保護協会は，1960年５月31日に北山峡視察をお
こなうことを提起し，同年８月16日に，具体的に北山峡視察計画を協議し，
８月23日，24日に現地調査を実行した（10）。
参加者は，総勢14名であり，大掛かりな現地調査であったが，日本自然
保護協会の「北山峡現地視察」報告は，形式なことを報じただけで内容は
なかった（11）。ただ調査団は，地元の２ダム建設についての賛成派と反対派
の意見に接し，問題解決の困難さを実感したと思われる。
しかし地元の新聞は，日本自然保護協会の現地調査を大々的に報じ，協
会の北山川２電源開発計画にたいする厳しい批判的な態度を報道した。こ
の調査団の訪問と報道をつうじて，どちらかというと２ダム建設計画を基
本的に承認し，計画を修正し補償を獲得しようとする立場に移りかけてい
た地元の世論と住民の意見は大きく動いた。
1960年８月25日の『紀南新聞』は，日本自然保護協会の北山川２電源開
発計画が景観に悪い影響を与えるとの意見を紹介し，「北山川の渓谷保全に
学術的見地から発電計画の可否を世論に問う」と記し，田村剛の小文「北
山川の景観と水力発電」を掲載した（12）。
511
さらに1960年８月26日の『紀南新聞』は，「世界無比の渓谷　北山峡を
葬ってはならぬ」と６段抜きの大見出しで，日本自然保護協会の調査結果
と，日本自然保護協会の川北会長，田村理事長，津屋，大池両大学教授の
開発計画に批判的な意見を掲載した。
中央で妥協的な日本自然保護協会の姿勢とは少し違って，後にみるよう
に地元の北山川２電源開発計画反対派は勢いづいた。
1960年９月６日に，日本自然保護協会理事会および保護部会は，北山峡
保護について協議し，これまで『国立公園』誌にたよっていた情報活動を，
協会独自の機関紙『自然保護』を発行することによって強化することを決
定した。
1960年11月に発行された『自然保護』（タブロイド版の新聞形式，３号
から小雑誌形式）２号は，「尾瀬ヶ原北山峡特集」とし，北山峡関係の小文
を多く掲載した。それらは以下のとおりであった（13）。
田村剛「北山峡の保勝問題」
新垣秀男（朝日新聞論説委員）「北山川の筏下り」
山根銀一（工業クラブ主事）「電力事業と北山川」
津屋弘達（東大教授）「北山川渓谷の地理学的特徴」
池辺展生（大阪市大教授）「北山峡の地理的特質」
筒井嘉隆（大阪市立自然博物館長）「北山峡の思い出」
冠松次郎（日本山岳会員）「初夏の奥瀞」
「北山峡現地視察」
そこには，北山峡問題が多面的に論じられており，日本自然保護協会の
北山峡問への思い入れが十分に読み取れるが，北山川２電源開発計画反対
運動にふれたものは，田村剛「北山峡の保勝問題」だけであった。
田村剛は，そこで北山川２電源開発問題を総括的に論じ，日本自然保護
協会の立場を説明した。些か長文になるので，ここでは要点のみを紹介す
るのにとどめたい。
田村剛は，北山峡は電源資源としてではなく，観光資源として重視すべ
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きであり，「北山川で問題となるダムは，七色ダム（景観上上流五〇〇米に
移したい）の位置と奥瀞ダムだと思う。」と指摘し，北山峡の保全を強力に
主張した（14）。
田村剛は，七色ダムについては，1969年５月の「反対陳情」では何も言
及しなかったが，ここでは，建設地点を500メートル上流の地点に移転する
案を提起した。それは，事実上はっきりと七色ダム計画を承認したことを
意味していた。
また奥瀞ダムについては，ここでも「陳情書」と同じように「奥瀞ダム
をやめても，その犠牲は七万キロ」の発電力の喪失にすぎないとし，一応
奥瀞ダム中止の立場を維持している風であった。しかしここでは，まだ奥
瀞ダムを中止して奥瀞ダムを上流に移転すべきであるとは明言していなか
ったが，小森に移転させる小森ダム案を暗示するものであった。
注目すべきは，最後に田村は，「われわれは事態を漸く静観し，多くの識
者や国民の良識が定まるまで，この問題を保留して置きたい。」（15）と述べ，
世論や地元の反対運動に期待し，極めて日和見的かつ動揺的な姿勢を示し
ていることである。
以上のように1960年10月頃の田村剛，日本自然保護協会の姿勢は，事実
上２ダムの建設には条件付で承認し，七色ダムの500メートル上流に転案
させ，奥瀞ダムについては中止を明言しつつ，小森移転を示唆し，２ダム
建設で消滅する自然，景観をなんとかして保全しようとする考えのようで
あった。
こうした日本自然保護協会の動きにたいして厚生省，自然公園審議会は，
どのように対応したのであろうか。
厚生省，自然公園審議会は，ほぼ日本自然保護協会の動きにそって対応
していた。詳しいことは明らかではないのであるが，厚生省は，電源開発
会社から申請された北山川電源開発計画案を，自然公園審議会で審議させ
た。自然公園審議会は，日本自然保護協会の意見を反映して，北山川２電
源開発計画案をただちに，また容易に承認しなかった。
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政府所管の電源開発調整審議会も，厚生省，自然公園審議会の方針を踏
まえて，また地元の否定的な動きを考慮して，北山川２電源開発計画案を
容易に承認しなかった。
現地の新聞の伝えるところによれば，1958年11月に開催が予定されてい
た電源開発調整審議会は，地元賛成派の期待に反して北山川２電源開発計
画案を取り上げなかった。『紀南新聞』1958年11月８日。
1959年７月23日に開かれた電源開発調整審議会は，熊野川電源開発本流
案を議論し，東ノ川の坂本ダムと尾鷲第一発電所，又口川のクリスボダム
と尾鷲第二発電所，そして北山川本流と東ノ川の合流地点につくる池原ダ
ムと池原発電所の「着工地点」のみを承認した。しかし北山川本流の２ダ
ムの「着工地点」については決して承認しなかった。『紀南新聞』1959年
７月24日。
1960年５月30日に開かれた電源開発調整審議会は，北山川２ダム計画案
にたいし自然公園審議会の反対が強いとして，「上程されずに一応見送りの
形」とした。『紀南新聞』1960年６月30日。
さらに1960年12月23日に開かれた電源開発調整審議会でも，２ダム問題
を取り上げなかった。『紀南新聞』1960年12月18日。
さらに翌年の1961年11月24日に開催された電源開発調整審議会は，自然
公園審議会が２ダム案に強力に反対しているということを理由に，翌年３
月に開催されるまで取り上げなかった。『紀南新聞』1961年11月26日。
こうして元々電源開発に積極的な電源開発調整審議会は，日本自然保護
協会，自然公園審議会，さらには地元の反対運動を配慮して，北山川２ダ
ム建設計画に積極的に介入しなかった。
他方，日本自然保護協会は，電気業界や政府の圧力をうけて，北山川２
ダム建設計画案の承認の方向へ動き，結局，1961年12月23日に開催された
自然公園審議会の管理部会は，２ダムの計画指標を若干修正して，ついに
七色ダムを原案どおり，奥瀞ダムを小森に移転するという修正案で，２ダ
ムの「着工地点」案に一応の承認をえたことになった。『紀南新聞』1961
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年12月16日。
しかし自然公園審議会による２ダム「着工地点」の承認は，計画全体の
承認ではなかった。電源開発会社は，まだ水利権と補償問題で地元の行政
機関と住民の承認を必要としていた。ともあれ一応，電源開発会社は，最
大の難関である自然公園審議会の審査を通過したことでもあり，以後，一
挙に２ダム開発計画案の実行に取り組むことになった。
注
（１）前掲『自然保護協会事業状況報告書』（第三輯），1957年４月，160頁。詳
しくは拙稿，本誌の76・４，77・１，77・２を参照。
（２）拙稿「中部山岳国立公園内の黒部第四発電所建設計画と反対運動」本誌46
－４を参照。
（３）前掲『自然保護のあゆみ』，125頁。
（４）『国立公園』第38号，32頁
（５）『国立公園』第39号，26－７頁。
（６）前掲『自然保護のあゆみ』，125－６頁。
（７）同上，126頁。
（８）同上，126頁。
（９）前掲『自然保護に関する陳情書・意見書集』，42―３頁。
（10）『自然保護』第２号，1960年11月，１頁。
（11）同上，４頁。
（12）この小文の原典は，「北山川の景観と水力発電」と題する田村剛の個人署
名と1960年５月と記載があり，環境省『生物多様化センター』に保管され
ている『田村剛文庫』（資料ナンバー，Ａ－１－156）の中にある。この小
文は，日本自然保護協会の陳情書と違って，北山川の保全を強く訴えてお
り，これまで未公開の貴重なものなので，後に全文引用しておいた。
（13）前掲『自然保護』第２号。
（14）同上，１頁。
（15）同上，１頁。
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（３）　地元における北山川２電源開発計画案への反対運動
　　　　―1958年〜61年12月―
①　地元の北山川２電源開発計画案反対運動の概観
1957年７月に熊野川電源開発計画本流案が提起されて以降，1961年12月
に自然公園審議会は基本的に北山川２電源開発計画案を認め，幾分自然保
護，景観維持に配慮した修正案を提起することになった。ここでは，まず
その間の北山川２電源開発計画案に対する地元の対応，反対運動を概観し
ておこう。
奈良，三重，和歌山の関係３県にとって，熊野川水系電源開発計画は，
このうえない地域開発のメリットがあった。したがって３県の知事，県当
局は，熊野川電源開発計画に賛成し受け入れるのに吝かではなかった。
奈良県は，熊野川電源開発計画の恩恵をもっとも多く浴する県であった
が，分流案から本流案に移り，河合ダム，坂本ダムの水量が減少すること
になるので，当初本流案に反対していたが，1960年には賛成にまわった（1）。
また奈良県内の池原ダムは，国立公園内にあったが，開発によって自然
および景観に比較的被害が及ばないということで，日本自然保護協会と自
然公園審議会の承認をえて，自然保護運動からの反対をまぬがれた。
七色ダム，奥瀞ダムにかかわる三重県，和歌山県は，日本自然保護協会
から強力な反対に遭遇し，1957年から58年にかけて当初は，地元の動向を
観察することから，計画案にたいし明らかに本音では賛成であったが，建
前上は積極的に賛意を示さなかった。
それでも1958年10月17日の『紀南新聞』は，北山川２電源開発計画につ
いて，「地元三県（和歌山，三重，奈良）の意見調整によって十一月に予定
されている電発調整審議会で認可される見通しが強くなって来た」ので，
「三県土木企画部長の合同会議を設けることになっている」と報じ，関係３
県の北山川２電源開発計画承認の動きを明らかにした。
地元でも北山川２電源開発計画案推進の勢力があらわれ，三重県，和歌
山県の両知事も積極的に開発計画支持で動くようになった。1960年後半頃
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から，熊野市，新宮市，紀宝町どなどで，２電源開発の賛成派が増える一
方，熊野市，新宮市両市を中心に開発計画反対派も明確に生れてきた。
1960年８月に，日本自然保護協会は，地元の要請もあって，北山峡の現
地調査に訪れた。地元は，田村剛らの話に聞き入り，反対運動は一挙に高
まっていった。
２ダム建設予定地を抱えていた三重，和歌山の両県の地元では，自然，
景観を破壊する２ダム計画案の実態が知られていくにしたがい，また電源
開発会社による被害補償の水準が低いことを知って，すんなりと賛成意見
で纏まらなかっただけでなく，２電源開発計画にたいする批判的な地元住
民の動きを活発化していくことになった。
三重，和歌山両県の知事は，地元住民の反対運動にもかかわらず，電源
開発会社の早期計画実現の圧力を受けながら，計画の実現に向けた努力を
続けた。
例えば，1960年１月20日の『紀南新聞』は，近年計画に反対の強まって
いる新宮市民にたいして，和歌山県の小野知事が，「一定の時期が来たら工
事許可を与えたいと思っていると語った」と報じ，計画反対の姿勢を強め
ている新宮市にたいして「もはや絶対反対の時期は過ぎている。条件闘争
に切り替えるべきだ」と，反対派に圧力をかけた。
しかしすでに指摘したように，日本自然保護協会の２ダム建設計画案に
たいする反対が強かったために，中央の電源開発調整審議会さえ，２ダム
建設計画の承認を控えざるをなかった。そのため，地元の２県の「電源開
発審議会」も，各地の地域代表をかかえていたため，２計画を容易に承認
できないでいた。
しかし1961年中ごろから，日本自然保護協会は，２ダム計画反対･中止
を要求しながらも，実際には２計画を基本的に認め，重要な景観地をダム
による水没から保全する修正案を提起し，問題の解決をはかるように変化
してきていた。
結局，1961年12月に開かれた自然公園審議会は，政府，電気業界，電源
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開発会社の圧力，さらには，地元の電源開発計画推進勢力におされて，２
計画を基本的に承認し，計画を部分的に修正する案を提出して，２計画の
実現に道を開くことになった。
②　1958―59年の地元の北山川２電源開発計画反対運動
1957年７月に電源開発会社から本流案が提出され，1961年12月に自然公
園審議会によって２ダム計画案が基本的に承認されるまでの地元市町村の
動きについて詳しく検討してみたい。
幸い地元の新聞は，こうした電源開発計画にたいする推進派と反対派の
動向を詳細に報じており，２ダム計画反対運動の内実を詳しく分析するこ
とができる（1）。こうした考察は，恐らくこれまでの電源開発反対運動にお
いてはまったくみられなかったことであり，自然保護運動史だけでなく，
一般の住民運動史にとっても大きな意義がある。
熊野川電源開発計画本流案が1957年７月に公表されてから半年後，1958
年１月６日に，２ダムの計画される現地，和歌山県新宮市長（木村市長，
谷助役，広里市議会議長），三重県熊野市長（小林市長，川邑助役，浜口市
議会議長），三重県紀宝町（南町長，七滝町会議長）の２市１町首脳は，熊
野市内旅館で集会をもち，「今回の変更案は全面的に賛成致しかねる」との
結論を打ち出した。『紀南新聞』1958年１月18日。
不賛成の理由は，以下の３点であった。
第１に，奥瀞ダムの建設は，国立公園審議会の田村，吉野熊野国立公園
指定の恩人岸田日出男（新聞では秀男とあるが誤り―引用者）らが反対に
いるように「未開発の奥瀞地帯を全部水没，観光資源を損なうので再検討
すべきである。」（2）
第２に，分水案より電力コストが高くなるのでので，こうした「政治的
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
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（１）前掲『下北山村史』，「電源開発と村の変化」の節，『奈良県史』第一巻，
第九章第五節「ダム開発と山村の変容」などを参照。
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配慮に基づく設計案はうなずけない」。
第３に，電源開発会社により，「奥瀞ダムに伴う瀞峡への放水について，
…未だ何の具体的提案も建てられていない（一定の洪水がなければ瀞峡は
風致を失う）」。『紀南新聞』1958年１月８日。
なお２市１町首脳は，今後電源開発会社との交渉をおこなうと報じられ
た。
報道された市町村首脳の対応は，実に微妙である。「全面的に賛成」でき
ないということは，部分的には賛成もありうるということである。２市１
町首脳は，当初，やはりダム開発がもたらす開発メリットに関心を寄せて
おり，開発計画案の部分的な修正があれば賛成もありうるという立場であ
った。
事実，その後の２市１町首脳は，電源開発会社と個別交渉をおこないつ
つ，1958年１月16日に有坂電源開発会社北山川建設所長を呼んで，話し合
いをおこなっており，「変更案をさらに変更させようとする動きは，ようや
く活発化をみせてきた。」『紀南新聞』1958年１月19日。
さらに１月19日に２市１町首脳は，北山川建設所長から２ダム計画案に
ついて詳しい説明を聞いた。その論点は，１，開発は，北山川上流の坂本
ダム，河合ダムの建設を先行し，池原ダム，そして２ダムは３番目に建設
をおこなう，２，奥瀞ダムの建設は，瀞峡に一定の水量を湛えるので，プ
ロペラ船観光に影響しない，３，２ダム建設用資材運搬道路は，熊野市経
由で作る，４，水利権は，分水案で取っているので，改めて問題にならな
い，などということであった。『紀南新聞』1958年１月19日。
北山川建設所長の説明を聞いて２市１町首脳は，「全面賛成にはなお踏み
切れぬものがあるとして態度を保留」した。『紀南新聞』1958年１月23日。
しかしこうした電源開発会社の説明を聞いて後，２市１町首脳の対応は，
大きく変化をみせた。
熊野市は，２ダム建設用資材運搬道路が，熊野市経由で作られるとのこ
とで，開発に期待をいだいた。他方，新宮市にとっては，期待の道路建設
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計画が提示されず，明らかに不満を残した。また新宮市にとって奥瀞峡の
水量減の不安が残った。水利権はもうないという会社の主張は，両市にと
って立場を弱くするものとして不安材料となった。
さっそく新宮市議会は，1958年２月７日に市議会全員協議会と熊野川総
合開発促進協議会役員会との合同会議を開き，本流計画案について協議し
て，「分水反対の立場から軽々しく変更を承認すべきでないという意見と地
元発展のため条件を附けて早く承認すべきだ」という両論に分裂し，意見
を一本化できず，県審議会の態度待ちとなった。『紀南新聞』1958年２月
９日。
一方，奥瀞ダム地点に接する和歌山県の飛び地熊野川町の町長は，1958
年１月28日に「県及び地元が一丸となって促進運動展開の必要性を強調
し」，はやばやと２電源開発計画案賛成の立場を表明した。『紀南新聞』1958
年１月30日。
その後，新宮市議会は，1958年３月20日にも計画案を取り上げたが，結
論をだせなかった。『紀南新聞』1958年３月21日。
こうした意見保留の背景には，２ダム建設計画への疑問，不信，不安，
とくに補償問題への不信，不安があり，新宮市当局として容易に賛否の結
論をだせないという事情があった。
地元新聞によれば，1958年９月に入って「和歌山，三重，奈良，三県の
合流する北山川水系電源開発の事業面について，近く三県知事が寄り合っ
て，利益調整を行うことになっているが，これに先立って熊野市では七色
ダム（熊野市神川町）の早期着工，池原ダム（奈良県）の資材輸送路（木
本〜池原間）の改修，熊野市内にも発電所を設けること，資材陸揚地に市
内二木島を利用すること，七色ダムの資材輸送路（大迫林道，木本〜神川
間）の改修，工事用水の導入など田中知事に要望することを決めた。」『紀
南新聞』1958年９月３日。
三重県熊野市当局は，明確に七色ダムの早期着工をうたい，２ダム建設
に関連した経済効果をねらった要求を提出していることがわかる。
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他方「奥瀞ダム(三重県南牟婁郡紀和町)は和田地区で一部に反対があり，
測量隊の立入を拒否されており，…この方は行き悩んでいる模様である。」
と新聞で報じられ，９月に入ると明らかに熊野市でも，計画反対の意見が
公になりはじめた。『紀南新聞』1958年９月３日。
1958年10月には３県の当局が２ダム開発計画を承認する方向で動いて
いる一方，新宮市，熊野市の行政当局は，補償問題に関心を示した。
地元新聞は，新宮市が電源開発会社にたいし，ダム計画にともなう「道
路開発」による被害や取水による減水被害にたいする補償を強く要望した
と報じた。『紀南新聞』1958年10月29日。
そして新宮市は，1958年11月４日に，熊野川電源開発にたいする補償要
求総額９億円を公表した。これは，北山川と十津川の電源開発による被害
補償であり，北山川電源開発だけの被害額ではなかったが。『紀南新聞』
1958年11月20日。
ただ問題は，新宮市当局は，「これまでの交渉過程では，電発に十分な誠
意がみえない」と感じ（『熊野新聞』1958年11月20日），補償問題で電源開
発会社にたいし大きな不安，不信を抱くようになった，ということであっ
た。そして高まる計画にたいする不安，不振は，計画反対へと変化してい
った。
1959年の電源開発計画にたいする地元行政の対応は，おもに補償問題に
絞られていった。
和歌山県の飛び地熊野川町は，相変らず電源開発会社に計画の「速やか
な完成」と「不安ない構築」を強く要求していた。『紀南新聞』1959年１
月21日。
十津川や北山川の上流でのダム工事の開始は，熊野川と北山川本流の汚
染，汚濁を生み出し始めていた。『読売新聞』1959年１月31日。
新宮市の木材協同組合は，電源開発にともなう材木流しに与える被害の
補償額２億4000万円の要求を決めた。『熊野新聞』1959年２月３日。
1959年８月に，新宮市当局は，北山川電源開発計画にたいする公共補償
521
10億円，個人補償20億，合計30億円の補償要求を考えていると公表した。
『熊野新聞』1959年８月26日。
さらに９月９日新宮市当局は，十津川水系の公共補償について電源開発
会社とはじめて話し合い，11項目５億4000万円を要求したが，会社側は，
「大半は値しない」と回答し，新宮市を落胆させた。『熊野新聞』1959年９
月９日。
こうして1959年12月22日に開かれた新宮市議会電源開発対策特別委員
会は，孤立しないように「この辺で絶対反対」の旗をおろす「条件闘争の
可否について話し合った」が，今後も交渉を続け「あくまで絶対反対の立
場を変えるべきではない」との強行姿勢を維持する立場を確認した。『熊野
新聞』1959年12月24日。
以上のように1958年，59年の地元の北山川電源開発計画にたいする対応
は，おもに行政と地方議会によるややあいまいな反対運動であり，まだは
っきりと住民が主体となった反対運動になっていなかった。
③　1960―61年の地元の北山川２電源開発計画反対運動
1960年に入り，北山川支流の東ノ川の坂本ダム工事が進行し，三重県か
ら計画承認の圧力をかけられた新宮市は，４月に新たな方針を打ち出した。
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（１）ここで利用する地方紙は，おもに『紀南新聞』である。大半は国会図書館
所蔵のもであったが，国会図書館に所蔵されていなかった1961年７月以前
の『紀南新聞』の記事については，幸い新宮市図書館が所蔵した電源開発
計画関連記事のコピーも利用する機会をえた。新宮市図書館には記して謝
意を表しておきたい。また電源開発計画に関心を示した地方紙の発行を支
えつづけたこの地方住民の民度の高さに感心するとともに，『紀南新聞』社
の営為に感謝したい。なお，文中末尾には，新聞の発行年月日を記し，逐
一注記するのを省いた。
（２）吉野熊野国立公園指定の恩人岸田日出男については，拙稿「自然保護の砦
としての国立公園―吉野熊野国立公園の指定運動を振り返る」，『国立公園』
誌，642号，2006年４月，を参照されたい。
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木村新宮市長は，地元新聞に，北山川水系２ダム建設計画については，
「電源開発の進捗状況からみて，いつまでも絶対反対で押切ることは電発会
社との水かけ論に終始し，かえって地元の要求貫徹を不利に導くとの観点
から最近，条件闘争に切替える腹を決めた。」と報じられた。『紀南新聞』
1960年４月13日。
その際，新宮市当局が提出した条件闘争のための要求・対策の要点は，
以下の５項目であった。『紀南新聞』1960年４月20日。
１　流筏代替道路の新設
２　下流に，防水，災害用の多目的ダムの設置　
３　三崎港早期改修
４　上水道施設の改善
５　放水予報装置の完備
以上のように新宮市当局は，電源開発による公的な被害にインフラ整備
という補償を要求した。
電源開発による被害は，個人的なものもあった。電源開発会社も，和歌
山県との話し合いで，自社の個人補償についての方針を打ち出した。『紀南
新聞』1960年４月20日。
その主旨は，１，尾鷲放水にともなう補償は，補償基準がないので事前
に額をきめるのが難しい，２，御浜海岸の漁業被害はありえない，３，池
原ダム建設による被害補償については，２ダム建設計画が電源開発審議会
で決るまで応じられない，というものであった。
新宮の市当局と地元住民は，こうした電源開発会社の方針に不満と不信
を強めたことはいうまでもない。
他方，中央の電源開発調整審議会，自然公園審議会で，２ダム計画がな
かなか承認されなかったため，地元で２ダム建設促進運動が強まった。
1960年５月30日の電源開発調整審議会では，北山川２電源開発問題は，
国立公園審議会において「反対がつよいことが原因」で，上程が見送りさ
れたが，奥瀞ダムの建設予定地の三重県紀和町議会は，上京して促進を陳
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情し，熊野市議会も，三重県田中知事に促進を陳情した。『紀南新聞』1960
年６月30日。
新宮市では，新宮木材協同組合が，電源開発会社と個別の補償問題で交
渉をおこない，「補償仮協定の承認」をえた。仮協定の３条件は，１，代替
輸送道路の早急な完成，２，水上貯水場の整備，陸上貯木場の新設，とい
う抽象的であいまいなものであった。仮協定は，あくまで仮協定であって，
完全な妥結ではなく，さらに問題を残した。『紀南新聞』1960年５月26日。
ちょうど1960年年の夏，すでにみたように，日本自然保護協会は，８月
23日，24日の両日，自然公園審議会委員を含め，北山峡についての現地調
査をおこなうことになった。
1960年７月28日の『紀南新聞』は，この動きを報じ，開発計画反対派に
期待を抱かせる一方，計画促進派を刺戟した。
開発促進派は，いっせいに開発促進を陳情する文書を作成し，県，中央
に配布し，陳情活動をおこなった。
三重県南牟婁郡御浜町，紀宝町，鵜殿村，紀和町の開発促進派は，1960
年８月12日に，日本自然保護協会理事長田村剛へ開発促進のつぎのような
「意見書」を提出した（1）。
熊野川流域北山川水系電源開発奥静ダムに対する意見書
田村剛殿
昭和三十二年十二月熊野川流域北山川水系の電源開発計画修正案の構想
が公表され昨年七月上流池原ダムの正式決定と共にこれが－連の開発方式
が一段と確実視されるに及んで爾来直接影響を受ける関係町村に於いては
あらゆる角度よりこれに対応すべく種々検討を加えて参りました。
然るところ先般来本水系は国立公園地帯だけにこれが景勝保護の観点よ
り貴関係者に於いて本計画に基く開発に対し強い反対の態度を示されるに
至り去る五月電源開発審議会に提案保留されましたがそのことにつきまし
てここに数十粁の流域を占める私共直接関係ある地元町村の意見を具申致
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しますので何分の御高配善処方を要望致します。
　　　　　　　　　　　　　　記
一，電源開発による一連の綜合開発が短時日達成される事は住民の福祉増
進を希求する自治の本旨よりして当然考慮しなければならないこと
二，ダムの構築により一大人造湖が出来て自然美との調和が出来て自然美
との調和と共に一層の観光価値を高めると思料されること
三，本水系の自然美は日本の渓谷美を代表するものと雖も現状の実態より
考察し電源開発により稗益するところ大なること
四，観光価値の高度利用はそれに伴う諸施設を必要とするが現状の実態よ
りしてそれらを整備する莫大な資金は望み得ないし又国家資金の期待も
考えられないこと
五，例年の台風被害常習地帯より鑑みダム構築はむしろ被害の防波堤とな
り得ること
以上の考え方により私共欲求の満足と将来への発展策が得られるなれば本
水系の開発計画を促進し以って部分的或は個人的なる犠牲をダム発電所設
置により永遠の福祉に還えされるべく最善の努力を期し度いと存じます。
何卒私共関係地元町村の意見をお汲み取り下さいまして可然御配慮を重ね
て御懇願いたします，
昭和三十五年八月十二日
　　三重県南牟婁郡御浜町長　　　　西垣戸定
　　　　　　　　　議会議長　　　　奥田伊三夫
　　　　　　　　紀宝町長　　　　　荘司覚太郎
　　　　　　　　　議会議長　　　　七滝恒夫
　　　　　　　　鵜殿村長　　　　　梶家安一
　　　　　　　　　議会議長　　　　大石覚司
　　　　　　　　紀和町長　　　　　中谷熊蔵
　　　　　　　　　議会議長　　　　野上信彦
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開発促進派は，奥瀞ダム開発地点を含む紀和町を中心に，開発に関連し
た事業に利害をもった下流地域の紀宝町，鵜殿村，御浜町などであった。
促進派の要求は，開発要求は当然であり，ダム建設による人造湖は価値
があり，自然美は開発より価値が低く，開発により観光開発が可能になり，
ダムは治水対策になるというもので，自然破壊を無視し，開発による誘導
利益を早く実現せよという明快なものであった。
1960年８月23日には，和歌山県側の東牟婁郡住民が，以下のような七色
ダム建設促進「要望書」を提出した（2）。
要望書
要旨
熊野川電源開発に伴う北山川水系に於ける七色ダム建設を早急に決定下
さるよう要望いたします。
理由
熊川野電源開発に伴うダム建設については十津川水系･北山川水系を同
時に着工すべき方針に基き進められたのでありますが北山川水系に関して
は各種の事情によりその進度は遅れている現状であります。
漸くにして去る国の審議会に於いて北山川水系の坂本並びに池原ダムの
建設が決定されたのでありますが，御承知の通り池原ダムと七色ダムの関
係はその構成･計画・その他あらゆる関係からしまして切っても切れない極
めて密接なる関連性を持つものでありまして，池原ダムを実現せんとせば
七色ダムを同時に実現いたさねば相成らぬ実情かと思考されます。更に七
色ダム実現にあたってはその被害補償の点に於いても他のダムに比較して
僅少であります。
又観光的見地からも風致の阻害の懸念も極めて少ないと思考されます。
以上のような点から考える時今回池原ダムが決定されているにもかかわ
らず同時に七色ダムの決定が認められなかったことに一応の不可解をもつ
いものであります。
吉野熊野国立公園内の北山川電源開発計画と反対運動（上）
526
従って右の事業により池原ダムと七色ダムを同時に実施しない場合は池
原ダムに対してもその決定実施については絶対反対するものであります。
ここに関係町村長並びに議会議長連署を以って強く要望するものであり
ます。
昭和三十五年八月二十三日
和歌山県東牟婁郡那智勝浦町長　　　　坪野賢二
　　　　　　　太田村長　　　　　　　岡崎一蔵
　　　　　　　下里村長　　　　　　　玉置小一郎
　　　　　　　太地町長　　　　　　　庄司五郎
　　　　　　　古座町長　　　　　　　楠屋孫太郎
　　　　　　　古座川町長　　　　　　宮石勘蔵
　　　　　　　熊野川町長　　　　　　植野為隼
　　　　　　　本宮町長　　　　　　　野下純三
　　　　　　　北山村長　　　　　　　高須治視
　　　　　　　那智勝浦町議会議長　　山形利夫
　　　　　　　大田村議会議長　　　　寺地正一
　　　　　　　下里村議会議長　　　　並川一茂
　　　　　　　太地町議会議長　　　　浜中種吉
　　　　　　　古座川町議会議長　　　山出長男
　　　　　　　古座川町議会議長　　　山地秋太郎
　　　　　　　熊野川町議会議長　　　岡庄之助
　　　　　　　本宮町議会議長　　　　仲良夫
　　　　　　　北山村町議会議長　　　福住利治
この促進要望の要点は，三重県住民の奥静ダム促進要求と同じように，
自然破壊は少ないので，池原ダム建設と連動して早く計画を実現せよとい
うものであった。とくに要求が入れられない場合は，池原ダム建設に「絶
対反対」するという強硬策を付けていた。
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ここでも奥瀞ダム建設地点の周辺地域の，熊野川町，本宮町，北山村の
ほか，下流又は遠隔地の行政機関が開発促進運動に参加している。なお，
下里町，大田村は，当初署名していたが，促進要望書から線が引かれ削除
されており，促進派に足元の乱れがみられた。
他方，逆に２ダム建設計画に反対する市町村の陳情文書も提出された。
注目すべきは，木村新宮市長による北山川水系の景勝保全について「陳
情書」である。その「陳情書」は，以下のとおり（3）。
陳情書
要旨
一，北山川水系の景勝保全について格段の御配慮を賜りたい。
理由
熊野川電源開発の一環として北山川水系，七色及び奥瀞の地点にダムの
建設計画が予定せられておりますが，御承知のとおり，この水系は吉野熊
野国立公園地域内の中枢とも云うべき天然の大景勝北山峡であります。
国内はもとより世界にも稀なこの大自然美が人工により些かでも損なわ
れるようなことがあってはなりません。
勿論電源開発の重要性については充分察知いたすところではあります
が，如何に資源開発の見地からとはいえ斯界に誇るこうした天然の大景勝
が次第に毀損消滅されてゆくことは余りにも耐え難いものがあります。
残り少ない天然資源の保護育成こそは国民の保健体育，情操生活の上か
らもまた国際観光資源としての見地からもその占める比重は極めて大であ
ると云わなければなりません。
爾来電源開発株式会社を始め関係機関に対し再三これが保全について配
慮方を要望して参ったのであります。世は将に原子力の時代に移行しつつ
あります今日開発方式も当然これらの点に充分の考慮がいたさるべきであ
ります。
敢えていう将来に禍根を残さざるよう速やかに，その計画を変更し他に
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途を考研することこそ真に若年の国土繁栄開発の方策であると云わねばな
りません。
何卒御賢察の上格段の御配慮賜り度く茲に陳情申し上げます。
　昭和三十五年八月二十四日
　　　　　　　　　　　　　　新宮市長　木村藤吉
これまで北山川２電源開発計画に曖昧だった新宮市当局は，市長名で，
２ダム建設による北山峡が破壊される恐れを警告し，２ダム建設反対を明
確にしなかったが，北山峡の「天然の大景勝」の「毀損消滅」に反対し，
これを「保全」することを要求し，「計画」の「変更」の「途」を明確に要
求した。
新宮市長木村藤吉の方針は，あくまで北山峡の「保全」であり，そのた
めに「計画」の一部「変更」であった。これは，すでにみたように，日本
自然保護協会の方針に一致するものであった。
ややあいまいなこの要求は，新宮市当局が，２ダム建設計画の絶対反対，
中止，場所移転による自然保護，開発促進という三つの主張を抱えていた
ために生れた玉虫色の「景勝保全」要求であったと指摘できる。
1960年８月13日の『紀南新聞』は，日本自然保護協会の「視察前に微妙」
と題し，七色ダム予定地の三重県熊野市神川町と和歌山県東牟婁郡北山村
の「態度は開発賛成の意見が強い」と報じた。
1960年８月25日の『紀南新聞』は，「奥瀞たん水で滅ぶ　現地調査田村
博士ら指摘」と４段抜きの表題で，北山川２電源開発にたいする日本自然
保護協会の意見をつぎのように大々的に報じた。
①急峻な批形，岩石美，流水美から成るすぐれた峡谷景観が湛水によっ
て消滅する。
②部分的には〈七色滝峰の巣峡など〉が枯渇して激流美が消滅する。
③七色ダムにおける堰堤，発電所，運搬道路，土捨場らの工作物の出現
により自然景観が破壊される，とくに奥瀞において著るしい。
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④これらの建設工事により自然環境の一部に荒廃を来す，とくに奥瀞に
おいて著るしい。
さらに『紀南新聞』は，田村剛署名の「北山川の景観と水力発電」とい
う以下の小文を掲載した（4）。
北山川の景観と水力発電
一　日本河川の特徴は平野を流れる河川ではなくて，山地を急傾斜で流
れ下る渓谷であるといわれるが，この種の河川は水力発電に好適であるの
で，逐一開発されて，今日自然のままに残されたものはただこの北山川（熊
野川上流）だけである。仮に本流小口から新宮まで八〇キロであるが，連
続してⅤ字形の渓谷で，両岸悉く森林で被われ，河成段丘上に僅かな耕地
と集落とが点在するが，川下りによる舟の上からはこれらは殆ど目立たず，
全川よく自然景観を保つている。このように長大に自然景観を維持する河
川は本邦には他に見られない。
二　北山川は上流は主として中生層の砂岩頁岩等の堆積岩よりなり下流
は石英斑岩又は花岡斑岩よりなり中間宮井附近を中心とし第三紀層が介左
しその地形の成固は顕著な陸地の上昇による激しい侵蝕にあるといわれ，
河岸または河床に展開される岩壁，偉観の限りを尽し，かつその永路は絶
対に他に類を見ない蛇行性を示し景勝並に学術上極めて重要である。
三　北山川はその無類の蛇行性（小口宮井間の直線巨離に対し河流はそ
の二・二倍である）のために全河川を通じて深淵（瀞）と急たんとが互に
交代して現われる景勝の連続であるが，その最も傑出するのは七色一帯と
小瀬下流と，和田から瀞八丁に至る区間である。殊に小瀬下流は全河中急
たん激流の圧巻であり，和田瀞間は瀞の絶景であって，現在本邦に残され
た河川中には到底見出し難い景観である。
四　吉野熊野地方は降水量の大きい点で本邦随一である。従つて河川の
流量の最大は毎秒二万トンを越えて断然本邦第一位にあるがそのため河岸
と河床の侵蝕と体積とは想像を絶するものがあり，殊に瀞八丁から新宮に
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至る五〇キロの区間は河巾も拡がり，砂傑層の発達は実に著るしく，その
壮絶な河川景観は他の追従を許さぬものがある。
五　北山川は古来流筏により知られ，その延長は一〇〇キロを越えるが，
将来観光上舟下りの行われる河川としては小規模のものは木曾川，桂川，
球摩川等にも見られるが小口から新宮に至る蜿・蜒八〇キロに至るものは
類かなく，その景観と相俟って吉野山地と熊野海岸とを結ぶ紐帯として尊
重されるゆえんである。
六　要するに北山川は河川景観としては今日わが国でこれに比べられる
ものなく，しかも無垢のままに残された唯一のもので，真に本邦渓谷代表
する国家の至宝である。今回計画にかかる電源開発会社の発電計画が実現
されるならば，その瀞八丁以下の景勝が残されるに止まり，瀞八丁の連続
である上静から上流の瀞と瀬との交代して出現する七色滝まで三〇キロに
旦る代表的景勝は悉く水没するものである。電気の重要さもさることなが
ら，これは他の水系により或は火力により或は原子力その他電源の開発は
北山川電源開発計画について
北山峡地区（奥瀞─七色滝間約二二粁）
景観の特色 当該計画が景観に及ぼす影響
①地形的には，先行性かん入曲流渓谷としては
本邦における代表的な景観であり，
②地質学的には，深成岩の貫入による接触硬化
によって中生層の黒色珪質頁岩が両岸に露
呈し，この事は，同地層，同地形に属する他
の峡谷には見られぬ特色である。
③また，瀞と激流が交互に，長区間に亘って連
続する変化は，瀞八丁の静的美に対して，動
的な変化美を形成し，特に，下小瀬より下流
部分が，山脚迫り，岸壁高く，景観的により
優れている。
①急峻なる地形，岩石美，流水美から成る，勝
れた渓谷景観が湛水によって消滅する。
②部分的には（七色滝，峰の巣峡等）が枯渇し
て激流美が消滅する。
③七色ダム，奥瀞ダムにおける堰堤，発電所，
運搬道路，土捨場等の工作物の出現により，
自然景観が破壊される。（特に奥瀞において
著しい）
④これらの建設工事により自然環境の一部に
荒廃を来す。（特に奥瀞において著しい）
瀞八丁地区（上瀞・下瀞，約四粁）
景観の特色 当該計画が景観に及ぼす影響
①地形，地質及び流量上，綜合的に，静景観と
しては，本邦随一のものである。
②両岸の森林美が優れている。
①発電による水利使用により，水位に若干の影
響が与えられる。
②従来の洪水がなくなるため，両岸の岩石に植
物が着生する等の影響が考えられる。
③上瀞上部においては，奥瀞ダムの出現及び工
事によって景観，環境に悪影響を及ぼす。
（この表は，新聞では省かれている。―引用者）
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今後いかようにもその途はある。仮に七色以下の発電を悉く廃棄しても七
万KWにしか過ぎない。しかもこのダム発電には自ら命数がある。（普通
四，五十年間と想定されている）そのために他に代替を許さぬ本邦唯一の
景勝を永劫に葬り去ることは到底忍び難いところである。少くとも北山川
の景勝に対し広く国民の公正な評価の定まるのを待つて，発電計画の可否
を国民の与論に問うべきであると信ずる。
（因に筆者は大正時代から六回に旦り現地を踏査し，全川を舟と筏により
下り，完全に調査する機会に恵まれた。恐らく小瀬和田間の急流を下つた
者は筏師以外にはあまりなく，従ってその景勝は殆んど世に知られていな
い。〔この部分は新聞では省かれている―引用者〕）
昭和三十五年五月　　　　　　　　　　　　　田村剛
この田村論文は，ひたすら北山峡の景観を賛美し，その「景勝並に学術
上極めて重要」であることを強調し，２ダム建設が「真に本邦渓谷を代表
する国家の至宝」を消失するものであることを嘆き，計画の ｢廃棄｣ を主
張し，「国民の公正な評価」に期待し，北山峡の保護を訴えている。
この田村剛の小文は，1960年５月に書かれたのであるが，同じく1960年
５月の日本自然保護協会の反対陳情書とかなりニュアンスを異にし，妥協
や条件付き賛成などに一切ふれず，自然保護を強調するものであった。　
この文章が８月23日に地元の新聞に紹介されたことは，日本自然保護協
会がなお２ダムの建設に基本的に反対しているという印象を与え，地元の
ダム建設反対派を強力に支援する格好になった。事実，日本自然保護協会
の現地調査以降，２ダム建設反対運動が強まっていくことになる。
さらに1960年８月26日の『紀南新聞』は，「世界無比の渓谷　北山川峡
を葬ってはならぬ」と８段抜き表題で，「発電の犠牲は忍べぬ　自然保護協
会　調査の結果を語る」の横見出しで，日本自然保護協会の川北禎一会長，
田村剛，津屋弘達東大教授，池辺展生大阪市大教授ら両学者の反対論を紹
介した。
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1960年９月６日の『毎日新聞』の和歌山版も，「七色・奥瀞ダム建設　
再び賛否両論にわく」と題し，大々的に論じ，日本自然保護協会の意見だ
けでなく，賛否両論を報じた。
日本自然保護協会の現地視察後の1960年９月15日に，これまで七色ダム
建設に賛成していた熊野市神川町神上の「北山川観光開発協会」は，七色
ダム建設に反対し七色峡の保全要求する以下のような「国立公園七色峡保
存陳情書」を提出した（5）。
　　　　　　　　昭和三十五年九月十五日
国立公園七色峡保存陳情書
　　　　　　　　　　熊野市神川町神上
　　　　　　　　　　北山川観光協会
北山川の水力資源はダム建設によって電源開発し地元の交通産業経済文
化の開発が総合的に行なわれるからそのためには北山川の渓谷美を消滅に
帰するともやむを得まいとする企業者側とそれを真っ向から否定し，七色，
奥瀞の世界的に勝れたる大自然美はダムによって失うべきでなく吉野熊野
国立公園の一環として永世に温存，その観光価値を広く海外に宣伝紹介し，
日本一観光地として開発すべきであるとの国立公園側の強い説に分かれ，
問題は地元から中央に移り，その可否論は学者文化人報導人等の識者に唱
えられるにいたったことは，御承知の通りであります。数年前にこのダム
計画が発表されて以来七色峡の近辺に所在する私ども住民はこの事業の成
り行きに対し深い関心を持って今日に及んでいるのであります。
顧みれば昭和八年厚生省がわが国内における優秀な河川美山岳美乃至海
岸美の景勝に富む地域を選定し，自然美の保護育成をはかり観光資源の利
用開発を行い，もって海外人の誘致による外資導入等を目的として国立公
園法が制定されたと記憶するのであります。
当時三重，奈良，和歌山県においても三重に誇る山岳美の大峯大台ヶ原，
渓谷美の北山川さらに海岸を統合体として候補地に挙げ，厚生省に強く要
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望の結果幸い昭和十一年二月吉野熊野国立公園の指定を受けたのでありま
す。爾来二十数年間私どもは地元七色峡の保存みついては神川保勝会つく
り国園地域の住民として高き誇りを感ずる一面，公園内の一木一草は勿論
可憐な野鳥に対しても特別の保護と愛情をことよせておる次第であります。
このような自然の豊かな環境に育まれている現在の私どもの生活には，
七色峡の自然美と環境を破壊するダム計画は無暴（ママ）も甚だしき措置
と申さねばなりません。
随って企業者が若し大自然美保存に耳をかさず，これを軽視して今後予
定事業を遂行せんか地元民の生活に及ぼす打撃は申すまでもなく，熊野市
民の観光開発の上にも重大なる影響と損失を招くものと思料致されるので
あります。
依って関係当局におかれては七色峡の他に比類なき景観の真価を御理解
の上，現在企業者の企図する七色ダムサイトの位置を国立公園側の主唱す
るごとく上流五〇〇メートル地点にうつし直下発電によって七色滝の水勢
を保ち，あくまで七色峡の美観をして尊書せず，原型保護によって電発と
観光による一石二鳥の熊野市の施策に一段の御配慮願いたくここに愚見を
述べて御願い申し上げる次第であります。
　　　　　　　　北山川観光協会
　　　　　　　　　　代表　山城善平
　　　　　　　　　　　　　奥村礼三
　　　　　　　　　　　　　林進十郎
ここでは，注目すべきは，これまでのように地方行政当局が発言するの
でなく，民間の観光業界が，戦前の自然保護のための国立公園運動と北山
峡保護運動の経験を回顧しつつ，電源開発会社の計画を批判し，日本自然
保護協会の方針にそって七色峡保存のため自然保護を主張し，1960年９月
に，そのために七色ダムサイトの上流500メートル地点へ移転を要求して
いることである。ここでは確かにダム設置を認めているが，修正案を認め
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なければ，計画そのものを認めないという強力な姿勢が含まれている。
さらに1960年11月１日には，熊野市神川町の各区長と民間団体による
「北山川水系七色ダム位置変更並国立公園七色峡保護に関する陳情書」が提
出された（6）。
この「陳情書」の要点は，神川町にとっては，七色峡は観光資源であり，
七色峡の保全，そのために七色ダムサイトを上流500メートル地点への変
更を要求する，というものであった。
ここでも注目すべきは，陳情書の署名者が，熊野市神川町の行政トップ
ではなく，地元の末端，神川町内の神上区長，長原区長，柳谷区長，花知
区長，神原青年団長，神川婦人会長，などであったことである。それは，
保全運動が住民内部から盛り上がっていることを明確に示している。
こうした地元の反対運動の高まりを背景にして，1960年12月23日に開催
予定の電源開発調整審議会では，２ダム計画案についての提案がなされな
かったのである。『紀南新聞』1960年12月18日。
提案回避の理由としては，『紀南新聞』は，自然公園審議会で「七色ダム
の場合，①北山川支流の神川にダムを設け観光放流をすればよい，②計画
地点の上流五百メートルに設計変更すべきだ，③計画どおり現地点でよい。
奥瀞の場合，計画地点の紀和町上流十キロにあたる北山村下小瀬に移すべ
きだ，…というの論議主張が強い事情」をあげている。
こうして1957年７月に提起された北山川電源開発計画本流案は，３年が
経過し，ようやく60年半ばから，単純な賛成ではなく，また２ダム計画の
絶対反対ではなく，北山峡の保護，保全のために計画の一部を修正せよと
いう妥協案が浮上し，その後の運動を規定していくことになる。
ただ注目しておかなければならないことは，すべての住民が，計画の一
部修正による保全という方針を支持したわけではなく，相変らず２ダム建
設計画反対という方針をもって北山峡保全運動に参加していたことも事実
である。
1961年に入って，前年夏から日本自然保護協会と一部地元の反対運動に
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出合って，自然公園審議会も電源開発調整審議会も北山川２電源開発計画
に決着をつけられず，事態は膠着状態にあった。
しかし1961年９月に入ると，電源開発会社は，日本自然保護協会の主張
を受け入れ，「奥ドロダムの位置を変更して局面打開を計るほかなしとの見
解に立ち」，いわゆる本流案の修正と縮小を決定し，奥瀞移転要求を容認す
るにいたった。『紀南新聞』1961年９月26日。
この修正・縮小案は，奥瀞ダムを12キロほど上流の小森に変更し，発電
力を７万KWから３万KW（新聞記事では３万KWだが事実は４万KW―引
用者）に縮小し，七色ダムを補強し「上瀞，ジゴ，オトノリ，小松，黒淵，
などの名勝」を残し，「北山川渓谷の枠を保存」しようとする案であった。
1961年９月30日に，奥瀞ダム移転案にたいして，さっそく開発促進派の
地元の三重県紀和町は，反対を表明し，現状案でいくべきであると変更反
対運動をおこなった。紀和町議会は，「奥瀞原案の強行を」要求し，厚生
省，経済企画庁，電源開発本社へ陳情した。『紀南新聞』1961年９月30日。
1961年10月23日に三重県議会電源開発特別委員会は，上京して２ダム問
題の事態打開，計画促進のため，政府，日本自然保護協会，自然公審議会
に陳情をおこなった。『紀南新聞』1961年10月24日。
三重県南牟婁郡紀和町も，県議会電源開発特別委員会の動きに連動して
原案によるダム促進陳情に上京した。『紀南新聞』1961年10月29日。
他方，２ダム建設反対・北山峡保全要求派は，いまや必ずしも２ダム反
対派とは一言でいえなくなったが，２ダムの移転を前提する北山峡保全運
動として激しい運動を展開した。
新宮市観光協会は，1961年10月25日に理事会を開き，かねてより「奥瀞
を水没から守ろう」と署名活動をおこなっていたが，署名が１万名をこえ
た時期に上京し，中央で陳情をおこなうことを決めた。『紀南新聞』1961
年10月27日，11月８日。
これまで「地元の動きをじっと見つめてきた」三重県熊野市の木本観光
協会，木本観光旅館組合も，1961年10月29日に「市の観光開発計画の一つ
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として七色峡の景観を守る運動を起こし，近く署名運動を展開すること」
にした。『紀南新聞』1961年10月29日。
熊野市木本観光協会は，熊野市旅館組合とともに，「七色ダム，奥瀞ダム
開発に反対する態度を決め，次のような陳情書をつくり，関係方面の署名
運動をはじめ」，同時に「これに応え市内各地の関係団体も反対気勢の動き
をみせ，…各地の観光協会でも反対運動をはじめる空気がつよい」と報じ
られた。『紀南新聞』1961年11月１日。
ちなみにその「陳情書」の要旨は，以下のとおりであった。
御承知のように，北山川七色峡ならびに奥瀞峡は，日本三大渓谷美と称
される黒部，尾瀬谷と競いたつものであり，私ども観光協会としては山峡
の観光開発に一るの望みを託してきたのであります。しかるに北山川にお
けるダム計画は私どもの予想以上に進捗し，上流の池原ダムはすでに着工
の機運にあり，その余勢をさらに第二期たる七色，奥瀞ダムに傾けんとす
る気配つよく，…国立公園に指定されてから二十五年を経た現在，この渓
谷美が崩壊の憂き目にあい，まさに危機に瀕したといえるのであります。
もとより北山川における電源開発の意義は，関係地方民をうるおす綜合
開発が主体をなすべきで，断じて電力独走の弊をみるべき筋合いのもので
はないと考えるものであります。したがって七色峡,奥瀞のごとき世界的景
観を保有し，しかも流域においてのみ見られる海底流石の遺石など学術的
資料をダム企業によって永遠に滅失することは地方的綜合開発の所以にも
とり，ひいては国家百年の計に及ぼすことを深く懸念するのであります。
何卒，事情賢察の上，地質学的かつ観光的な天然資源は絶対にこれを保有
して，近い将来，百万の観光客を誘致せんとする七色，ならびに奥瀞峡は，
永遠にこれを水没することなきよう御配慮を得たく陳情いたします。
陳情書は，観光資源保護の観点から電気企業の独断を排し，自然保護を
高らかに主張する格調高い文章であり，自然保護への強い意思が伝わって
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くる内容であった。
和歌山県新宮市でも，新宮市商工会議所，新宮市観光旅館組合，新宮市
内商店街連合会，新宮市交通業者組合が一つになっておこなっていた「北
山峡水没反対の署名運動」が，１万800名に達し，これをもって上京し，陳
情書を，関係方面に提出して反対を訴えた。『紀南新聞』1961年11月８日。
その「陳情書」の要点は以下のとおりである。
…ご承知のとおり北山峡は，その景観の点からはいうにおよばず学術的
見地からも貴重にして得難い世界的資源であり邦家のためはもちろん，世
界的な立場からも永久に保存されるべきものと考える。
…観光資源の保護と育成の方法如何は，当地方の経済を左右するに足る
ものと確信している。このような時機に，奥瀞峡の優れた観光資源が失わ
れることは，当地方の経済に致命的な打撃を与えるものである。
もとより，われわれといえども，日本経済の興隆面から見た電源開発の
重要性は認識しており，したがって，北山川の電源開発そのものに反対す
るものではなく，むしろ開発それ自体に対しては，大局的立場から賛意を
表するものであるが，その開発計画の一部である奥瀞峡の開発は，その当
地方におよぼす影響の大きさからいって，国家的利益のために供せられる
地方の犠牲としては，余りにも大きく，偲び難いものであると思われる。
この文章も，さきの文章につうじる性格がある。ただここでは，三重県
熊野市の木本町が七色と奥瀞の２ダムへの反対を強調しているのにたい
し，和歌山県の新宮市は，新宮市に直結する奥瀞ダムへの反対を強調して
いる。
こうしてこの時期にいたって，熊野市と新宮市で，地域住民，主として
観光業者たちによる新しい２ダム建設反対運動が，内実は，２ダム地点を
移転して，北山峡を守れという運動だが，「北山峡水没反対」，「七色ダム，
奥瀞ダムの開発反対」を表面に掲げて，新しい運動が生まれてきたことが
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確認される。
これらの動きは，２ダム建設計画を基本的に承認していた熊野市，新宮
市の当局の方針とは違ったものであり，すでに1960年後半に，奥瀞ダムの
計画縮小と移転によって奥瀞を保全しようとする日本自然保護協会の路線
とも少々異なった地元の民間，住民のダム建設反対･自然保全運動であっ
た。
それは，観光資源として山川峡を捉え直した地元観光業界，新宮市商工
会議所，同会議所内の新宮市観光協会，新宮市観光旅館組合，新宮市内商
店街連合会，新宮市交通業者組合などの新宮市地元業界，さらに熊野市の
木本観光協会などが，山川峡全体の保全のために２ダム建設計画反対を唱
える運動であった。
こうした地元の反対運動，自然保全運動の盛り上がりをみて，1961年11
月24日に開かれた政府の電源開発調整委員会は，北山川２ダム問題につい
ては審議せず，翌年３月に問題を先送りしたのである。『紀南新聞』1961
年11月26日。
しかし電源開発会社の計画早期実現の意向におされ，自然公園審議会は，
突如1961年12月14日に管理部会を開催して，２ダム建設計画問題を審議
し，すでに提起されていた電源開発会社の案に近い修正・妥協案を承認し
てしまった。『紀南新聞』1961年12月16日。
かくして北山川電源開発計画問題は，決着がつくかに思われた。何故な
ら，これまでの国立公園内の開発計画反対運動では，厚生省の自然保護審
議会が計画案を承認すれば，それで厚生省がそれを追認して開発計画反対
運動は終焉したからである。
（次号に続く）
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注
（１）三重県南牟婁郡行政当局の「熊野川流域北山川水系電源開発奥静ダムに対
する意見書」は，『田村剛文庫』（資料ナンバー，Ａ－1－156，以下同様）
に所蔵。
（２）和歌山県東牟婁郡行政当局の「要望書」，『田村剛文庫』に所蔵。
（３）木村新宮市長の「陳情書」，『田村剛文庫』に所蔵。
（４）田村剛「北山川の景観と水力発電」，『田村剛文庫』に所蔵。あるいは，『紀
南新聞』1960年８月25日に掲載。
（５）熊野市神川町神上，北山川観光協会の「国立公園七色峡保存陳情書」，『田
村剛文庫』に所蔵。
（６）熊野市神川町の各区長と民間団体による「北山川水系七色ダム位置変更並
国立公園七色峡保護に関する陳情書」，『田村剛文庫』に所蔵。
